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韓国における金融改革

はじめに

７０年代米国の金融改革を初めとした１９８６年の英国のビックバンなど先進諸
国の金融改革は、その形態と金融制度の特徴、または規制の程度の違いはある
ものの、その発展過程において幾つかの共通するものがある。まず金融改革の
形態は新金融手段の導入、金利の市場化、金融機関間競争などを共有する。こ
のような変化は金融規制の環境変化、競争的圧力、そして金融市場の構造変化
と金融市場の国際化などによってもたらされた。

このような流れのなかで、韓国では、1990年代に入ってから新経済５ケ年計
画、金利自由化、金融自律化及び開放計画、金融産業改編、為替制度改革など
の金融改革を進めている。しかし再三の金融改革にも関わらず金融環境は改善

されず、HanBo鉄鋼の不渡などのような大型金融不祥事が生じ、金融産業に対
する評価は依然として厳しい。１さらにＯＥＣＤに加盟し、金融開放を余儀なくさ

れる状況のなかで、国内金融機関の財務構造の悪化は深刻化し、金融不祥事の
続発により、金融システムの安全性が疑問視されるだけではなく、政府の管理

能力に対してまで不信が増幅されている。
１９９７年初頭、大企業の連載倒産をはじめとした韓国経済状況の悪化は、東南
アジアの通貨危機に打撃を受け、金融危機という状態にまでいたった。その結

果、ＩＭＦ体制となり、ＩＭＦの条件にそって全面的な開放を余儀なくされた。
韓国における今回の金融危機は、不良債権問題が金融機関に移転され､金融機

関システムの混乱につながったこと。９０年代入ってから高費用・低効率の経済

構造が深化したこと。９３年の円高などによる過剰投資が経常収支赤字の累積を
招き、企業の不足した資金を海外の短期資金に依存したことなどが原因として
指摘されている。

９０年代に入ってから国民経済システムの変革を謀た韓国では、産業構造改革
や金融改革を推進してきた。

そのなかで１９９７年年頭に韓国版「金融BigBang」が打ち出された。２今回
の金融改革は８０年代から進めてきた金融改革の延長線上にあるとされている。
どころが韓国における金融改革は､６０年代から金融改革の一環として様々な

金融自律化が進められてきたのである。

６０年代からの一連の金融改革において、経済環境と金融改革の目的は変わっ
ても根本的にかわらないのは、①改革の主体が市場主導ではなく政府主導であ
ること、②急進的で臨機応変応変的な性格が強いこと、③政治的な要素が多い
ことである。

しかし９７年の金融改革は､60年代の経済開発始動期における制度面での一連
の金融改革、７０年代の高度成長期と経済構造再編期において実物市場を支援す
るために行った金融改革、８０年代の対内外的環境変化に大きく左右された状況
下で行った政府主導型から民間主導型への転換という金融改革とは、大きく異
なる点がいくつかある。まず、第一に開発経済から先進経済への移行、第二に、

lKimDae-sick(1987),KimDong-won(1997)など

2政策当局による制度的変化は金融規制緩和（且nancialderegulation）で金融機関に焦点を合わせた場合
は金融革新（financialmnovation）と呼ぶ。米国では主に金融規制緩和と表記し、日本では金融自由

化（丘nancialliberalization）というが、両方を金融改革（financialrefbrm）とも呼ぶ。韓国において

は金融自律化または金融自由化と呼ばれているが、本稿では金融改革とする。
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対外指向的な実物経済に対し、相対的に対内指向的で規制中心的であった金融
の対外指向化、または対外開放化､'第?三に、資金配分の問題に限らず国民経済
システム「Nationaleconomymanagementsystem」の変革に伴う金融改革で
ある。以上三つの点が挙げられる。８

本稿の目的は、ＩＭＦ体制以前まで推進された韓国における金融改革の焦点と
内容をサーベイし、歴史的な観点から分析することである。そして改革の時期
を四段階に分けて、焦点と内容の変遷を比較することによって９７年の金融改革
の位置付けを試みる。第２章では韓国における金融規制の根拠と金融環境変化
について、第３章では６０年代から８０年代までのの韓国金融改革の内容と焦点
をサーベイする。第４章では、１９９７年提出された金融改革委員会の報告書の内
容を紹介し、それを中心に金融改革の焦点と課題を検証することとする。第５
章は結論である。

の '0 
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３韓国金融学会『韓国版金融犬改革Workshop』1997.
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第１章韓国における金融規制と金融改革

第１節．韓国における経済発展と金融

実物経済と金融との関係の面では、韓国金融の役割に対する二つの仮説がな
されている。まず第一は、韓国の金融は限定された資源を政策的に必要な部門
に低コストで配分することによって経済成長に貢献してきた。もう一つは韓国
金融の後進性が実物経済の成長を妨げているという説である。このような金融
の役割について相反した仮説が同時に成立するのは、二つの仮説が時差をもっ
て因果関係（causality）が現れているからである。４
その関係を「HmPatrick供給先導(Supply-1eading)－需要追従のemand

‐fbnoW)」仮説に照らし合わせてみると、経済発展と金融部門の役割において、
政府主導下で開発を始めた韓国の場合、１９６０年代から７０年代を供給先導
（Supply‐leading）期、１９８０年代を金融改革による需要追随のemand‐
fbnow)連続への移行期となる。つまり政府の供給先導による利益（Benefit）が
社会的費用（Socialcostoffinance）を小さくするという仮説であるが、それに
よると韓国の場合、６０年代、経済発展の初期段階に、成長を誘発する実物部門
からの金融需要に対し政府が金融機関を創出、金融資産を供給して、金融部門
が経済発展を先導したこととなる。さらに非金融部門による実物経済が発展す
ると、実物部門の資金需要のために金融部門は追従するようになったといえよ
う。二つの仮説の根底には、金融支援体制を整備するための一つの方法として
用いられたのである。韓国において実物部門と金融の関係を論じる際に上記の
仮説だけでは説明できない部分が多いが、経済発展と金融の関係を説明する際
に７０年代の金融の経済発展先導論と８０年代の金融部門追従論はそれなりの説
得力をもつ。

７０年代末からの台頭された金融改革を論じる際、金融に対する認識の違いが
大きく現れるが、その認識の違いは上記の仮説との関連性をも深いといえよ
う。８０年代金融改革論に対する認識の違いは大きく二つに現れた。まず一つは、

実物部門に信用を円滑に提供できないほど悪化した韓国の金融機関に、引き続
き実物部門への支援を担う金融を育成するために金融改革が必要であった。す

なわち実物経済の補助者という認識である｡LeeHyoun-Jae(1982）は実物経済
に比べ金融経済が相対的に衰えているので実物経済の継続的な発展を妨げつ要
因として作用していると指摘している。

一方､韓国金融改革の核心が中央銀行の中立性､独立性の保障と銀行経営の自
律性の確立にあることが金融改革の根幹であるとの認識である。このような認
識は、金融改革本質を貸出審査に対する自律性の確立と金融機関の資産運用と
人事権の独立にあるとする論者から提起された。中央銀行の独立性に関しては
通貨政策などに対して政府の執行機関の役割しか果たせなかったことや政治的
な中立性も確報できなかったことからである。これは銀行の企業性を回復する
ための一つの前提条件ともなる。しかし彼らは金融改革に対して金融改革の必

４財務部の新経済５ケ年計画（1991）では``韓国金融は経済の成長と発展に大きく貢献してきたものの成
長の過程において金融機関の企業性及び収益性より公共性が強調ざれ金融産業の競争力が弱化され､金
融の効率性が低下した''。また「金融産業発展審議会報告書」（1993）には政府の規制の影響によって
金融機関の自律経営が大きく制約され、本来の商業性を失い、需要側の利益は無視された。従って金融
産業の対外競争力の弱体化は国民経済の競争力さえ喪失を招き､時には金融制度の安定性さえ脅かすこ
とさえあったと指摘している。

３ 
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要を強調しながらも、その実現性に対しては非常に悲観的である。５悲観的な立
場では悪い財務構造の状況下で企業は救済金融を渇望しているし、そして銀行
の資産選択行動に対する自律化の面においても政策金融の割合の大きさなかで
は民営化を進めて銀行の企業性を回復できる金融改革が行えるのは難しい。ま
た経済開発計画が実行計画となっている状況のもとでの金融改革は、極めて難
しいとの判断である。

金融改革の必要性は両者とも認識しているものの、金融に対する認識は両者
の間に大きく異なるところがある。それは両者の８０年代の経済状況に対する対
象方策に対する見解の違いを表しているともいえよう。つまり政府は金融支援
態勢の整備のために金融改革を推進べきであるとの認識から国民経済の根幹で
ある実物経済のための補助者としての金融で、一方後者は金融の不実化の原因
を製造業優先政策にあると指摘し、経済開発計画自体の変更を主張した。６つま
り経済政策の転換なしでは金融の企業性回復は望めないとの見解である。その
ような論議は７０年代から始まったアメリカを初めとした先進諸国の金融自由
化、１９８６年のイギリスの金融ビクバンなどに伴う国際金融市場の環境変化によ
って金融改革論に対する方向も大きく変わりようになる。1988年一部の金利自
由化と金融市場国際化の方向へ大きく転換するようになった。１９８７年中央銀行
の中立性と独立性の保障に対する要求が韓国銀行から提示され、論議されはじ
めた。これは９０年代に入ってからも続き、９７年の金融改革案においても大き
く取り上げられるようになった。これに対しの政府と韓国銀行との論議に対し

ては３)韓国銀行の独立性と金融監督とく付表２＞を参照せよ。

第２節．韓国における金融規制

政府規制(governmentregulation)に対する経済理論は、一般的に公益動機と
私的利益動機の二つの接近方法から分析される。政府の介入が市場失敗

(marketfblilures)の場合、安定性（stability），健全性（soundness），効率性
（efHciency）を維持し,通貨信用政策の効率を高め、経済の効率を図るという公
益機能を持つので必要であると主張される。しかし～産業または利害主体が自

分の利益のために政治規制を要求するという私的利益動機からの側面もある。
つまり政府の規制が必ずしも公益のために存在するとは限らない。公益動機以
外に私的動機が存在するのである。すなわち富の再分配効果による政治的選択

（politicalchoice）の存在も無視できないからである。
また市場の失敗（marketfailures）を防ぎ、経済的能率を向上させるという

金融規制には目的があり、規制によって効率性上昇を求めている。
イギリスと米国において金融規制の主な目的が外部効果と情報の非対称性を

克服するためのものであったとすれば、韓国の金融規制は経済成長に必要な財
源を調達・運用するためのものであった。

韓国において金融機関を包括的に規制する「銀行法」第１条には“…金融機
関の健全な運営を図り預金者を保護し、信用秩序を維持することによって国民
経済に寄与することを目的とする”となっている。その目的には上部目的と下
部目的が存在し､金融機関の健全経営､信用秩序､預金者保護という三つの目的
の上に上部目的である国民経済発展があり、経済政策の施行の過程において実

物経済の成長のために金融部門の規制を正当化する根拠となった。このような

５趙淳外（1981）「一般銀行制度の改変方向に関する研究」ｐ36～37、韓国銀行。鄭雲燦（1982）『転
換期に立つ韓国金融の進路』（ソウル大学経済研究所）など。

６鄭雲燦(1982)と(1991)。

４ 



目的のもとで金融市場を分割し、差別してきたのである。また政府は資金割当
（creditrationmg）に介入し政策金融を円滑に調達するため金融規制を強化し
た。７政府の信用割り当て（creditrationmg）への介入は、政策金融を円滑に
調達するための金融規制である。新規参入規制と金利規制はそのために存在す
るのである。このような観点から金融規制は財政手段または租税（taxationby
regulation）の－種として行われたともいえよう。
上記の理由から７０年代の韓国の金融市場未発達は行き過ぎた金融規制による
「金融の財政化」または「財政の金融化」であるとの指摘がある。成長通貨と
いう通貨増発とインフレによる調達、これと共に外債の規模も大きかった。特
に金融機関の人事に政府が深く関与しているのは、金融規制の手段とともに政
治圏及び利害集団の利己的な動機の現われである。その影で金融は産業の補助
者として認識され、一つの産業として存在できなかったのである。
より具体的に金融規制の主な対象となる銀行に対する規制の内容を観ること

とする。銀行規制の目的と内容|土のく表2-1＞の通りである。

金融規制は事前的規制である競争制限と経営活動に対する事後的監督及び検
査に区分できる。それを表でまとめてみると次ぎの様である。

く表1-1＞規制の内容と目的

新規参入及び支店設置、業務領域規制及び利子率規制と資本金、積立金、ポー
トフォリオ規制及び貸し出し規制の事前的規制が強く、銀行の経営状態に対
し、監督及び検査は緩いといえる。

第３節．韓国銀行（中央銀行）の独立性と金融監督

１）金融政策と中央銀行

金融政策（凸nancialpolicy）は大きく通貨信用政策
融規制(financialregulations)とみなすことができる。

(monetarypolicy）と金
開放経済のもとで通貨信

7Lee,Jae‐Ｙｏｏｎ『金融研究』第５巻第１号1991.4

５ 

目的 内容

進入制限 競争制限による安全性確保 銀行の新設、合弁、解散の制

限（銀行法第９，１２条）

貸借対照表統制 通貨流動性を備える

ａ資本金 放漫な資産運用から預金者保護 (資本金十菰立金）≧0.05＊

(保証または引受債務額)、最

低資本額（250億ウォン)、純

利益の１/１０稲立（銀行法第

15,16,17条）

ｂ支払準備金 預金者保護と信用創出能力調節 (銀行法第３１条）

営業活動規制 投機的運用及び金融と企業の相互支配を

防ぐ

資産と負債規制（銀行法第

18,19,20,21,22,25,26,27条）

利子率規制 過多な預金競争と企業の金利負担軽減 預金・貸出金利上限規制（銀

行法第30,30条６項）

監督・検査 健全な経営 (銀行法第７，３２条）



用政策は、通貨及び信用調節と金利調節による為替政策を含むが、韓国のよう
な小規模開放経済（small-openeconomy）においては為替レートと資本流出入
のコントロールを主な内容とする為替政策（fbreign-exchangepolicy）が通貨信
用政策と区分されよう。

韓国財経院（財政経済院）は、金融政策を①金融制度の維持及び変更、②金
融機関の参入、③金融機関の信用供給対象の選定、④金融機関が供給している
通貨及び信用量水準（通貨信用政策)、⑤金融機関の健全な運営（金融監督行政）
することと定義し、預金者保護及び信用秩序維持のために監督・検査と区分し
ている。金融の公共性と外部性によって政府の公的介入が必要であるとしてい
る。８

しかし過去の７０．８０年代のような経済構造では金融政策の権限が集中さ
れ、一貫性のある政策運営が効率的であったといえるが、現在の韓国経済状況
においては政策当局の専門性及び政策決定権限の牽制と均衡が要請されてい
る。韓国のような金融政策決定の権限が集中すると①金融政策決定における透
明'性の不足、②責任所在の不明確、③選別機能及び合理的な調整役割が難しい
などの問題が現われている９

①金融通貨運営委員会
韓国銀行は最高意思決定機構とされているにもかかわらず、金通委の議長が
財経院長官となっており、通貨信用政策を樹立・執行を指示・監督することは
実際に無理である。
また金通委の地位の面においても韓銀法第７条第１項に「韓国銀行に金通委
を置く」と同時に第７条第２項に「韓国銀行の業務、運営、管理に関する指示
監督をする」と規定されている。法的にも一貫性がなく、解釈に異論が多い。
第２項を重視すれば独立規制委員会となり、韓銀は金通委の下部執行機構にな
る。従って、現行の韓銀怯上、金通委は独立規制委員会の性格と韓銀の最高意
志決定機構という二つの性格を同時に持つ（中央銀行の独立性における政府と
韓国銀行の改革案に関しては付録表を参照)。

②通貨信用政策
韓国における通貨政策手段は韓国銀行法上、伝統的手段として①金利政策、

②支払準備率政策、③公開市場操作、次に応急手段として①金融機関の貸出及
び融資限度制、②巨額融資に対する事前承認制、③金融機関融資申請に対する
拒否がある。韓国において日常的な通貨政策は、公開市場操作ができるような
市場環境が整備されてないので、主に対金融機関の支払準備率政策に依存して
いる。

まず金利政策は主に中央銀行貸出金利政策と金融機関預・賃最高金利政策に
分けられる。中央銀行の貸出金利は金融通貨運営委員会によって決定される。
通貨当局の金利政策を反映しているので基準金利という概念が確立されている
とは言い堅い。’0次に公開市場操作政策の対象となる証券としては国債、政府

８金融政策運用方向に関して財経院は、①と②に関しては政府が直接遂行し、③に関しては市場機能に委
ねるが、中小企業などの部門に限り政府が最小限の役割を果たす｡④にかんしては中央銀行が中立的に
運用できるように制度改編する｡⑤は政府の役割を強化するが監督機能の効率性のため監督体系を合理
的に改編すると示している。

９「韓国の金融大変革（KoreanBigBang）」韓国金融学会、１９９７年韓国金融学会金融政策・経営
Workshopo 

10李昌圭『韓国金融論』法文社、Ｐ4７
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保証有価証券、通貨安定証券があるが、市場を通すのではなく、金融機関を直

接相手として対象証券の売買等によって直接的に金融機関の支払いポジション
を調節している。

く図ｌ＞財経院の中央銀行及び金融監督機榊に対する支配構造

財政経済院（政府）

･金融政策総括・金融関連法制・改定

･金融機関設立及び認許可・為替政策・国際金融

綜合預金保険機構

･通委譲長任命案件提出権

･政策目標不移行し、金通委譲長及び

委員解任権

･財経院次官金通委発言権

･金通委委員１人推薦権

･議案提議権

･定例協議会

･韓銀鑑査任命推薦権

･韓銀経費性予算承認権

･財経院次官の当然職金

監委委員

･金監委委員１人推薦権

定例協議会

韓国銀行（中央銀行）

（金通委議長が総裁兼任）

・金通委政策の執行機構

金融通貨委員会（中央銀行最高意思決定機関）

・通貨信用政策樹立（市場参加者としての遂行に限定）

．－部の為替・為替率政策に対する対政府協議権

・金融監督機構に対し、特定分野検査〈共同検査

及び早期指定要求権

金融監督委員会（金融監督機構）

・金融監督規制制・改定

・金融機関経営関連認・許可

・金融機関検査・制裁

・証券・先物市場監視

金融監督院（委員長が院長兼任）

・金監委政策の執行機構

７ 



通貨信用政策における韓国銀行の独立性論争は、１９５０年韓国銀行法制定以
来続いてきたが、いまだに決着が付いてない。’１

現在の韓国銀行の設立目的では経済成長と物価安定の間で相互相衝されうる
ので、通貨信用政策の樹立・遂行に独自性が保証されない限り、韓国銀行の発
券力が政策当局の選別金融及び指示金融の手段に利用される可能性は大きい。

②金融監督と金融規制
韓国金融監督制度は、分業主義に沿って、個別の関連法にもと付いて設立・

運営されている。したがって、金融監督体系も金融機関別に区分されている。

く表1-2＞中間監督機関

出所：金融改革案「一次報告書」より

金融監督体系は二元化された監督機関（財経院と韓銀）と多元化された検査
機関（財経院、銀行・証券・保険監督院、鑑査院など）からなる。
現行監督体系の問題としては、①監督範囲及び責任所在が不明確で、金融圏の
綜合的な把握と総括監督が難しい。②システム・リスクに対する対応が不十分
で、③中間監督機関の自律性と中立性制限されている。④中間監督機関の非効
率的な運営、⑤予防次元の監督機能と健全規制装置が働いていない。⑥重複監
督などがある。

皿韓国銀行の独立性に関する論争は1982~1983年の金融産業発展審議会での中央銀行改編論議、
1987~1989年の韓国銀行法改正論継、1995年２月財経院の「中央銀行制度改編案」などが代表的であ
る。

銀』 ﾃ監督院 証券監督院 保険監督院

監督機関 金融通貨運営委員会

(財経院長官が金通

委譲長）

証券管理委員会（財経

院長官が証券監督院

に対する命令権保

有）

財経院長官

組織 院長、畠Ｉ院長、副院長

補３人

９局

院長、畠ﾘ院長、副院長

補３人

４部１４局５室

院長、副院長、副院長

補３人

5部１０局４室

予算(96） 369億Ｗｏｎ(人件費べ

_ス）

448億Ｗｏｎ 314億Ｗｏｎ

監督内容 ・銀行に対する監督

及び検査

・金融機関の健全経

営と信用秩序維持

・証券会社などに対

する監督及び検査

・企業公開､会社債発

行など直接金融管

理

・不公正取り引きに

対する調査及び外

部監査制度運用

・保険会社などに対

する監督及び検査

・保険募集人の登録

及び管理



＜表1-3＞韓国の金融監督・検査体系（1996.7）

注８１）検査ではなく制限的調査だけ可能
２）一部の監督横保有

３）投資信託に対する検査

資料：ＫｉｍＤａｅ・Sick

９ 

区分 監督機関 検査機関 委嘱検査機関

一般銀

行

都銀、地銀、外

銀支店

金融通貨委員会(銀行

監督院）

銀行監督院

預金保険公社'）

特殊銀

行

農・水・畜協信

用事業部門

産業、企業銀行

輸出入銀行

住宅銀行、長期

信用銀行

金融通貨運営委員会

(銀行監督院）

財経院

財経院

財経院

銀行監督院、

預金保険公社'）

鑑査院､預金保険公社
1） 

鑑査院、財経院

財経院､預金保険公社
1） 

銀行監督院

銀行監督院

銀行監督院

非金融

機関

信協

相互信用金庫

信託

総合金融

財経院

財経院

財経院

財経院

財経院

財経院

財経院

財経院

銀行監督院

銀行監督院、

信用管理基金

銀行監督院

証券機

関

証券会社、証券

金融

財経院、証券監督院2） 証券監督院

保険機

関

生保、損保

火保

財経院、保険監督院2）

財経院

保険監督院

財経院 保険監督院

その他 信用管理基金

信用保証基金

投資信託、証券

取引所

信用カード

リス

財経院

財経院

財経院

財経院

鑑査院または財経院

財経院

財経院

財経院

銀行監督院

銀行監督院

証券監督院3）

銀行監督院

銀行監督院



第２章金融改革の過程

第２章では、８０年代以後を中心とし、金融改革に対する論議と金融改革の焦
点となっている問題に対して現況と問題を述べた。本章では金融改革論争の背
景となる、経済状況を踏まえながら金融に対する認識変化そして金融改革の内
容を歴史的に展開していくこととする。特に６０年代と７０年代は金融改革の背
景を経済政策と関連して、８０年代の改革はその内容を中心に展開していく。
韓国における金融改革は経済発展段階や金融政策にそって大きく４段階に分
けられる。それはまず①1965の「金利現実化措置」を初めとした６０年代半ば
に行われた一連の制度改革及び政策基調の転換、②1972年の「８．３措置」と
一連の制度改革く③１９８０年以後の市中銀行民営化を初めとした一連の金融自
律化措置などは、比較的に短い期間の間に金融制度を全面的に改編するか、金
融政策の基調を全面的に転換したそうした意味の金融改革として位置付けられ
る。次ぎに④1988年「金利自由化」以降の一連の措置や９０年代の金融改革と
今回の金融改革委員会の報告書は成長経済から自由経済へ、開発経済から先進
経済へ、政府主導経済から民間主導経済への変換期における金融改革としてと
らえる。まず１９６５年の「金利現実化」を中心とした金融改革を、１９７３年の「8.3
措置」を中心とした金融措置を、１９８０年代の金融機関民営化から金利自由化へ
つながる金融改革の過程を経済的な背景と目的を中心に展開していくこととす
る。９０年代の金融改革と１９９７年の金融改革案に関しては第４章で扱うことと
する。

第１節．輸出指向的工業化と金融改革：１９６５年金利現実化措置

輸出と投資拡大のための内資動員と価格現実化ないし合理化を目指して金融
改革がおこなわれた。一次的な目標はインフレを抑制するために実物投資また
は私金融市場に向けられた資金を銀行に向けることであった。このため定期預
金金利と貸し出し金利を引き上げた。が、預金金利より貸出金利の引上げ幅が
低かった。平均的には貸し出し金利が預金金利より低かった。このような預金
金利の大幅引上げによって代替効果が現れ、内資動員には効果があったと評価
される。

（１）背景
１９６２年経済開発５ケ年計画を始め､量的な成長金融を調達するための金融制

度での整備が必要であった。また１９６５以前１０年間、通貨政策の焦点は物価上
昇率を下げるために通貨量（Ｍ'）を抑制するところにあった。利子率は借り
手のコストを緩和し、資金調達による「コスト上昇」効果を避けるため、
10％~15％水準に抑さえられた。
一方私金融市場の金利は61.4％(164)で公定金利の３~4倍で運用された。比較

的低いインフレ時期であった、５８年から１９６２年の間、実質金利はプラスで
Ｍ２/GNPの増加率が10.5％から14.8％に上昇した。その後1963~1964年はイ
ンフレにより実質金利がマイナスに転じて、Ｍ/ＧＮＰが9.1％に下がった。

Gurley>ＪｏｈｎＧ.,EdwardS､ＳｈａｗそしてHughTLPatrickの三人は、１９６５
年報告書で通貨量を直接統制するよう韓国銀行に安定勘定を新設すること、な
らびに利子率の法的上限を撤廃し、私債と競争できるような水準にすることを

１０ 



提案した。その勧告にならって同年９月３０日「金利現実化措置」がなされた
のである。

（２）改革の主な内容

改革の主な内容は、金融機関の金利を大幅に引上げる（1965.9.30）金利現実
化措置と、貸出最高限度額制を撤廃し貸出規模に対する直接統制から間接統制
へ部分的に移行したことである。また韓国銀行は通貨安定勘定を新設し、通貨
安定証券の強制的な売りと支払準備率による間接的な流動性統制方式に転換を
図った゜その結果実質金利は１９６４年の-17.0％から１９６５年の11.2％に引き上
げられた。

1967年から内資動員体制を強化し地域経済開発を促進するために韓国住宅銀
行（1967年)、韓国信託銀行（1968)、地方銀行（1967年より）などが新設さ
れた。資本市場育成のために韓国投資開発公社（1968年）が設立され、輸出及
び外資主導の高度成長が続くにつれ１９６７年には韓国外換銀行が設立された｡韓
国輸出入銀行の設立の動きが始まり、1967年には外国銀行の国内進出が許容さ
れた。

（３）改革の効果

まず短期的な影響は貯蓄性預金の実質規模の増加である。１９７１年末貯蓄性預
金規模は1965年９月の１６倍に達していた｡つまり｢貯蓄性預金／GNP｣が１９６５
年末～1968年末間3.8％から16.2％に増加した｡Ｍ２はＧＮＰの12.1％から32.7％
へと上昇した。

しかし、新しい貯蓄の増加であるか、私金融市場からの資金移転なのか、逆
金利をねらう再流入なのかに関しては体系的な分析が行われてない。朴英哲・
ＤＣＣｏｌｅは実物資産及び私債保有の移転によるもとしている。１２
外国借款に対する支払い保証と「日韓協定締結」によって、海外金融導入が

促進され、また輸出と輸入の拡大によって流動Ｉ性供給が急激に拡大した。間接
方式による流動性規制は（1965~67）総通貨増加率を年平均８２１％(1961~65）
から56.8％（1966~70）に上昇させた。したがって、インフレが懸念された。
しかし産業生産と雇用は増大し、インフレは１０％水準に止まった。
よってＧＮＰ比の国内貯蓄率の増加は１９６６年の8.1％から１９７０年の17.1％

に増加した。実質金利の引上げは、消費'性向を低くし、貯蓄を増やし、企業に
対する貸出を拡大できることによって、投資と生産を増大させ、所得の増加を
もたらしたといえよう。

結果として改革は、内資動員に成功し、投資資源配分の効率化にも部分的に
寄与したことは否定できない。外資増加によって本源通貨の急増、それに伴っ
て流動性が過剰に供給され、高度の流動性規制を導入せざるをえなかった。し
かし金融産業の自生的な発展という面では、この改革は逆金利体制を導入し銀
行の収支を悪化させるだけではなく、高い支準率、通安証券などのような低収
益性資産の強制保有などをもたらした。長期的には逆金利体制を是正するため
に１９６８年から預金金利を引き下げるといった低金利政策に復帰せざるをえ
ず、金融産業としての発展の基礎作業が作られたとはいえない。

第２節．重化学工業政策と金融改革：８．３措置

12ＤＣ､Ｃｏｌｅ・朴英哲（1984）
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（１）背景

高度成長の鈍化（1970年から）傾向のなか、経済成長率の低下は11.1％
（1966~６９年平均)から8.2％(1970~71)ヘとに低下した｡物価上昇率は1970~７１
年に１４７％を記録へ上昇した。

企業の財務構造が悪化し、自己資本経常利益率は13.6％(1969)から
4.5％(1971)に低下し、また総資本経常利益率も3.7％から1.0％に低下した。
一方、高度成長のなかで企業は、銀行借入と外債によって高率の投資を続け

借入依存度は１９６９年の４９６％から１９７１年には55.996にまで上昇した。金融コ
ストも同年6.6％から9.5％となり、双方とも、もっとも高い水準を記録した。
1971年輸出促進のため、為替レートを１８％の引上げた。それによって多くの企
業は資金不足に陥り、負債比率が再考された。これによって私金融依存度が高
くなった。その結果、私金融市場の拡大と金融費用の負担増加がもたらされた
のである。金融コストの増加によるコストアップ・インフレが懸念され、それ
が輸出競争力を弱くするとの認識が拡大した。

また政府は、産業政策を軽工業から重化学工業の建設に転換を試みる。その
投資のために政府は支援政策を出す必要があった。そこで政府は19728.3．「経
済の成長と安定に関する緊急命令｣、いわゆる「8.3措置」が大統領令としてな
された。

「私金融市場の陽性化関係３法」（短期金融業法、相互信用金庫法、信用協同
組合）制定、金融機関金利引き下げ、産業合理化資金設置のための措置が行わ
れた。

（２）８３措置の内容
主な内容は①企業の全ての私債を申告し、月1.35％に５年間分割償還または企
業への出資とする。②銀行短期買入のなか総額2,000億ウォンを８％、３年分割
償還に転換した。③産業合理化資金を設置し、500億ウォンを調達した。④金融
機関の金利を引下げた（長期預金金利を年17.4％から12.6％へ、一般貸出金利
を年19.0％から15.5％へ)。

私金融関陽性化関係３法の制定し、短期金融業法により投資金融会社（手形
を取り扱う短期金融会社）である韓国投資金融が１９７２年に設立された。１９７３
年に８社、１９７４年２社が設立され、１９７９年には１５社にまでのぼった。
相互信用金庫法は私金融市場での無尽会社と庶民金庫を整備、吸収し、消費

者金融と零細企業金融向けの相互信用金庫を設立するためのもので､299個の相
互信用金庫が誕生した。

（３）改革の効果

私金融市場の制度金融化と企業の財務構造改善を目的とした金融改革は、８．３
措置により当時の通貨量８０％にあたる私憤が申告された。結果的に私債市場は
大きく萎縮したものの、私債市場の経済的、制度的要因まで除くことは出来な
かった。１９７３年オイルショックとともに私金融市場は復活し始めた。
非銀行金融機関は私金融市場の機能を完全代替することはできなかった。し
かしその後次第に拡大し、企業手形市場を発展させてきた。成長の背景には預

金金利を１~2％ポイント高くする政府の育成政策があった。従って、これらの非
銀行金融機関は私金融市場を吸収するとより預金銀行の一部を分け合って発展
してきたといえよう。つまり、市場メカニズムにより改革ではなく、規制によ

る改革にかたよって、改革の目的達成を妨げる結果となったといえよう。それ
は金融産業の企業的な発展を促進するからである。
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第３節．民間主導経済への移行と金融改革：８０年代

金融改革において大きな変化は金融に対する認識の変化である。すなわち８０
年代金融が産業として認識され始め、論議が進めるようになったことである。
７０年代、産業のための金融という位置から、金融産業への認識の転換が大きな
変化といえる。また産業構造調整期という経済命題のなかで、金融改革に対す
る論議は２章でも指摘したように、楽観論というより悲観論の立場が多かっ
た。

（１）推進背景

①経済及び諸環境変化
６０年代から進めてきた政府主導の経済成長政策は高いインフレと経済成長の

鈍化、経済全体の非効率と経済部門間の深刻な不均衡（1970年後半より）に直
面するに至った。韓国経済は７０年代の成長政策が限界に達し、経済運用方式の
転換の必要性が指摘された。国内市場開放の国際圧力による経済開放が進むな
か、金融と実物の関係において金融落後論が台頭し、金融改革の論議が始まっ
た。１８

－方、国内銀行は、過大な政策金融による経営収支の悪化から脱皮し、銀行
自らが収支改善に努めなければならないと判断するに至る。また企業（財閥）

も、企業の生存自体が政治的な判断で左右されるような環境から独立し、また

激増する金融需要に弾力的に対応するために、金融自由化を進めるという意識
の変化が見られた。

そのような状況の中で１９７０年代の慢性的インフレが急激に改善はされ､物価

安定基調が定着し、それに伴い貯蓄率が増加した。１９８６年から経常収支黒字に
反転し、投資率く貯蓄率は利子率下落を誘導した。８０年代半ばの経常収支の
黒字への転換は、これまで輸出支援のために行ってきた金融に対する政府の介
入の必要性を減少させた。’４

もう一つの要因は、金融構造の変化である。７０年代私金融の制度化を促すた
めに設立された非銀行金融機関の相対的な成長である。また資本市場育成措置
などによって拡大した資本市場の成長、これにともなう企業金融構造の変化
が、金融自由化を促す－つの要因となる。

②金融改革に対する論議と課題

第５次経済５カ年計画（1982年より)は民間主導型の誘導的性格の強い政策
へ転換した。そのなかで、金融と実物経済の関係が、金融改革だけではなく、
実物市場との関連で論議が進められるようになった。そこでは金融規制が金融
産業と実物経済にもたらした構造的問題について、「低水準の実質金利、過多な
政策金融、銀行の経営及び業務に対する政府の干渉などが金融産業の非効率性
をもたらす原因であった」と三つの問題が指摘されている。’５是正のための方
策として、金利の現実化、金利体系の合理化、資産運用の弾力化及び政策金融

１３米国は１９７８年国際銀行法（InternationalBankingAct)を制定して相手国に対して金融市場開放と新
規参入の自由化を求める同時に銀行業務面でも内国民待遇(nationaltreatment)を要求した。

１４鄭雲燦（1993）

１５「金融産業の落後性と改善方案｣、1979.2.7
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の縮小、収益`性中心の自律経営体制の確立、金融産業の大型化と業務多様化、
金融制度の補完、大手企業の与信の効率的管理などがあげられた。’６

（２）金融改革の内容

８０年代の金融改革のなかでもつとも注目すべきは､８８年から行われた金利の
自由化である。金利政策とともに自由化措置とその影響を、また金融機関の企
業性回復という観点から金融経営自律化と健全経営と競争力促進という観点か
らの新規参入、そして専業化から兼業化へと変化する金融構造を業務領域の拡
大から観ることとする。

①８０年代の金利政策と金利自由化

１９８２年「６．２８金利引き下げ措置」は、政策金融を一般金融と同一水準に
調整した点で金利自由化の基盤を整えたとの意味をもつ。
自由化は、１９８４年貸出金利バンド制実施とコール金利自由化から始まった。

1985年「４．１９金利引き上げ措置」は、８２年の金利引き下げ措置によって
非銀行金融機関が拡大し、銀行金融機関の金融仲介機能が著しく低下したこと
に対する対応策であった。銀行金融機関の預金競争力を高めるために、自由貯
蓄預金が新設され、部分的金利引き上げ措置が行われた。１９８６年から国際収支
黒字によって通貨増発圧力が高まり、通安証券発行が急増した。８８年からは
会社債発行がともに急増し、債券市場で供給超過を招き、1988~1989年の市場
金利上昇の主な要因となった。

く表２－１＞８０年代の金利自由化推移

出所：Ｎａｍ,Sang-woo・Ｋｉｍ,Dong-won,『金利自由化の課題と政策方向』1991.8

10韓国開発研究院、銀行連合会「金融自律化のための基本方針」1980.12.3

1４ 

推進内容 結果

２ １ 

１６ ａ●● 

１２４ 

６７８９０ 

８８８ 

８８８８９ 

９９９ 

９９９９９ 

１１１ 

１１１１１ 

ＣＰ制度導入

政策金融金利優遇措置廃止
● 

● 

● 

● 

貸出金利バンド制実施

コール金利自由化

無保証会社債金利自由化

ＣＤ制度導入

･ＣＭＡ導入

会社債、金融債発行金利自

由化

ＢＭＦ導入

貸出金利及び－部の預金金

利自由化

非銀行金融機関コーノレ取引

非銀行実勢金利引き下げ

ＣＰ金利の大幅上昇で再規制

最高金利適用

･金利談合慣行持続

･発行資格条件、需要低で実績低調

･事実上金利規制
● 実績配当商品にも関わらず市場金利保証抑
制

事実上金利規制（預金金利へ連動）

実績配当商品にも関わらず市場金利保証抑制

硬直的運営

２ケ月後会社債発行金利（３年以上満期)完全

自由化、ＣＤ金利引き上げ



今までの金利変動が金利以外の要因に起因したのに対し、１９８８年１２月の｢金
利自由化措置」は金利自由化を目的として行われた措置であった。その内容は
銀行貸出金利の自由化、（預金金利において既に自由化された）証書形態の金融
商品（ＣＤ,ＣＲ金融債、会社債、ＲＰ）と実績配当商品（CMA,ＢＭＥ企業金銭信
託、公社債型収益証券、家計金銭信託、老後年金信託）の金利自由化、２年以
上定期預金の自由化である。１９８９年１１月景気低迷の対策として－部の再割引
金利を８０％から7.0％に下げ、貸出金利引き下げを誘導した。それによって銀
行貸出金利は0.6％下落し、市場金利も下落した。しかし１９９０年３月からの通
貨緊縮の強化で反転し、市場金利は行政指導によって規制された。銀行貸出金
利を引き上げるかわりに、「両建」による実質金利を引き上げた。これに対応し
政府は非銀行金融機関の一部の与・受信金利引き下げと「両建」を禁止する

上記の様な名目上の金利自由化が行われたが､実質的には貸出金利が行政指導

下にあり、２年以上の預金金利も規制下に置かれている。しかし名目的な自由
化でありながらも①金融機関の市場に対する感応度に影響を及ぼした側面と
②政策金融との金利差撤廃および③非銀行金融機関のコール市場への参入は
評価される。

②市中銀行と経営自律化

金融機関の企業性を取り戻し、責任経営の実現という命題に対して、内部経

営に対する事前承認制度が撤廃（1980)、「金融機関に対する臨時措置法」によ

る金融機関役員に対する承認権及び人事権が削除（1982），銀行経営に関する銀
行監督院長の「包括的な指示命令権（銀行法第７条２項)」の削除及び同一人に
よる銀行の株式所有及び議決権制限（1983)、銀行間競争制限のために金融団協
定を廃止したこと（1984）など経営自律化措置がなされた。１７
しかし制度的に自由化された部分に関しても政府当局との事前協議を通して

決定されることが多く、行政指導、頭取と役員の選任が政府の承認によって任
命されつづけた。そのため銀行の民営化は、所有と経営の分離という近代的企
業への発展ではなく、銀行の所有権が不分明となったのに乗じ政府の干渉が無
制限的に作用されるようになり、民間企業弱体化の過程に過ぎないとの評価が
支配的である。
③新規参入の緩和と業務領域の調整

新韓銀行（1982)、韓米銀行（1983），同和銀行、大同銀行、東南銀行(1989）
のような銀行金融機関以外に投資金融会社、相互信用金庫、リース会社、信用
カード会社、信用協同組合と相互金融など多くの金融機関が８０年代誕生し
た。また参入規制緩和が、金融市場において競争を促進すると共に、新商品の
誕生と業務領域制限の壁を低くする結果となった。
しかし他方で、預金の短期化、さらに銀行と第二金融圏（ノンバンク）との不

均衡成長を進化させた。通貨信用政策の面においても、効率性低下が指摘され
ている。

（４）評価及び意義

８０年代における金融改革は、金融が産業として認識し始められたことにお

おきな変化があったといえよう。経済運営において、政府主導から民間主導へ
の転換を図ったことは大きく評価すべきであろう。

１７商業銀行：1973、韓一銀行：1981、第一銀行と朝興銀行：1982、信託銀行：１９８３－５代市中銀行民
営化表面的な完了
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く表２－２＞８０年代のおける金融改革推進内容

なにより８８年の金利自由化は部分的ではあったが、金融改革の核心として大
きな意味を持つ。それによって金融機関の市場に対する感応度を高めた側面と
政策金融との金利差の撤廃、および非銀行金融機関のコール市場への参入は評
価される。新規参入規制が緩和されたことにより、銀行やノンバンクが新設さ
れ、競争を促進し、金融が市場原理により動き始めたともいえよう。しかし金
利自由化においては、経済状況の変化により、再規制に戻ってしまうが、より
一層の自由化が求められる。金融機関経営の自律化および責任経営に関して
は、依然として業務に対する窓口規制の影響が強く、また金融機関の人事に対
する干渉が残り、窓口規制の撤廃と人事権の独立が必要とされる。

1６ 

内容

金融機関経営自律化

金融機関民営化 ･市中銀行民営化

第一、ソウル信託（82.9） 朝興（83.3），韓一（87.1）

金融機関内部経営

金融産業に対する改革措置

新規参入緩和 ● 

● 

市中銀行設立許容

－市中銀行:新韓(82),HANMI(83)､同和(89)､ＤＯＮＧＮＡＭ(89）
ＤＡＥＤＯＮＧ(89） 

投資金融会社追加設立２０→3２

･相互信用金庫追加設立191→240

･保険会社追加設立：生保社6→２４（89),損保社１５→１６（89）
･信用保証基金設立(83）

-第２信用保証基金設立(88）

-技術信用保証基金(89）

業務領域拡大

● 

● 

･銀行

－Creditcard（国民銀行80,市中銀行82）

－商業手形一般売出(82）

－還売条件付国公債一般売出（RB8211）

一金銭信託(地方834),市中(84.2),特殊銀行(85.3）

－譲渡`性定期預金証書(CD)(市中・地方84.6,特殊銀行858）
－銀行間電子資金移替制度(89.12）

投資金融会社

－新種企業手形(CP)販売（843）

－手形管理口座（CMA）（844）

証券会社

－還売条件付債券売買(80.2）

－ＣＤ発行(84.4）及び仲介(845）

－会社債支払保証(844）

－通貨管理債券Ｆｕｎｄ（BMF）（87.9）



第３章国民経済システム再構築と金融改革(90年代～）

1970年後半、国民経済システムの改革が論議され始めてから、改革の焦点は
経済成長の主体をいかに政府から民間へ移行するか､この点にあった。したが
って金融部門においても、８０年代においては実物経済だけではなく、金融部門
改革の必要性が論議され始めた。金融改革の焦点として、金融機関の企業性の
回復が挙げられた。金融機関の内部経営の自律化、資産運用の自律化などが求
まれ、貸出審査権の自律化、そしてさらなる金利の自由化、新規参入などが金
融改革措置として行われた。その結果、金融機関民営化、８０年代後半からの規
制緩和政策が導き出されたといえよう。

９０代には国民経済システム（nationaleconomymanagementsyste、）の再
構築という命題のもとで、金融を産業の補助者としての金融ではなく、一つの
産業として考えるべきであると論議が出された。産業としての金融の位置付け
と効率的な通貨信用政策を行うために①中央銀行の中立・独立性の確保、②企
業と銀行の関係をめぐる所有構造問題、③金融機関健全化の妨げとなる不良債
権の処理問題が改革の焦点となった。

１９９３年の新経済５カ年計画、金利自由化および金融開放計画（B1uePrint），
金融産業改編方案などがなされたが、金融仲介の非効率と金融機関の弱体化の
問題に対しては著しい改善はみられなかった。その主な原因として、金融政策
上、中央銀行と政府の関係、政府と金融と企業の関係、そして銀行と企業の関
係における支配構造の問題が指摘されている。’８

そこで本章では、９０年代行われた金融改革の内容と今回金融改革委員会がま
とめた報告書の内容を紹介しながら、韓国金融の問題点をさぐる。

第１節．金融改革の推進背景

第一に、国際金融環境の変化である。金融の自由化、国際化、証券化といった

大きな変化である。1995年ＷＴＯ体制と1996年ＯＥＣＤ加盟により、資本移動
の自由化と金融産業の開放が余儀なくされた。計画によれば1998年末に金融産

業の開放、２００１年末に資本取り引きの自由化が完了される。それによって韓国

国内の金融構造に大きな変化が予想され、それに伴う対応が必要とされる。

第二に、金融産業の非効率性と企業の財務構造悪化の深刻化である。９６年の

「金融産業構造調整に関する法律案｣、「銀行法改正」などによって金融産業の
構造調整を図ろうとする動きはあった。国際化と開放化という大きな課題の前

に、国内金融機関の効率性確立や企業の財務構造改善といった問題を解決する

必要があった。９０年代に入ってから金利自由化の拡大など一連の自由化を含む

措置がなされたにもかかわらず、金融機関の経営改善は見られず、相次ぐ企業
の倒産による不良債権の規模だけが拡大した。詳しくはく付表３＞を参照せ
よ。

第三の背景として高い金利水準がある。成長経済の資金調達のために高く設
定された金利は、９０年代入ってから国際競争力を低下させる要因となった。９６

１８『韓国の金融大変革（KoreanBigBang）』韓国金融学会、1997.6.131997年韓国金融学会金融政
● 

策・経営Workshop
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年の金利水準で米国のほぼ２倍、日本の３倍に近い高い金利水準である。従っ
て財界からは、国際競争力の増進のためには金利水準を下げるべきであるとい

う強い要求がなされた。

く表３－１＞主要国の金利比較

(単位：％）

注：1995年平均市場金利、韓国は９６年の平均市場金利

以上の背景から整理すると、韓国金融において改善すべき課題として①金融
機関の国際競争力の弱さ、②非効率的な金融仲介、③金融機関と企業の弱い財
務構造、④金融不祥事による政策当局に対する信頼性低下などの問題が指摘さ
れる。’９

より具体的には、金融改革委員会第１次報告書（1997a）では金融改革の必要
性として次の五つをあげている。①ＯＥＣＤ加盟後２年以内に行う全面的な金融
開放に対する準備不足、②高い実質金利と国内貯蓄の不足から企業の生産・投
資活動が萎縮している。③６大市中銀行の３ケ月以上連帯貸出残高が総貸出の
15％にいたつっていること、また殆どの証券・保険会社も赤字経営状態に陥っ
ている。④政府規制と介入が金融不祥事の原因として作用し、政策当局の信頼
度が低下し、海外資金調達が難しくなったこと、⑤情報通信革命と世界化の進
展で金融産業は戦略産業として発展させる必要がある。つまり、国際金融市場
の環境変化とそれに対応できるような国内金融市場の環境を整える必要に迫ら
れた。

従って、ＯＥＣＤ加盟によって全面的な開放が目前に迫り、金融産業の国際競
争力が低いため、外国金融機関による市場潜食されるという危機感が拡大して
いる。そこで９７年「韓国版ピークバン」が打ち出されたのである。

第２節．１９９０年代の金融改革の内容

１）金利自由化

金利自由化は、前章でも触れたように１９８８年１２月初めて断行され、政策金
融を除いた全ての貸出金利と満期２年以上の長期預金金利に対する最高利子率
規制を撤廃するなど、幅広い自由化が実施された。しかし物価の不安定などに
よる金利の急激な上昇がおこり、窓口規制が再開され、実質的な効果はなかっ
た。

９０年代に入ってからは、１９９１年８月、金利自由化４段階計画が実施され、同
年１１月より第３段階金利自由化まで実行された。現行３段階の措置までに預金
金利、貸出金利が自由化されたと評価されている。

１９金融改革委員会(1997a)、金融産業発展審議会報告轡（1993），財務部ＢｌｕｅPrint(1992)、新経済５ケ
年計画（1991）で指摘されている。
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く表３－２＞段階的金利自由化推進計画及び内容

注）第１．２金融圏とは、第１金融圏は銀行金融機関を、第２金融圏はノンバツクを意味する。

２）金融機関の資産運用に対する規制緩和

譲渡性預金（ＣＤ），自由金利企業手形（CP），など短期市場性金融商品に対す
る発行限度が拡大された。１９９６年１２月に銀行貸出の満期規制制限（１０年）が
廃止され、併行して銀行預金の満期制限（5~１０年）も廃止された。変動金利付
き預金（銀行)、ＭＭＦ（投資信託会社)、ＣＭＡ（綜合金融会社)、非課税家計長
期貯蓄などの新金融商品の取り扱いが自由化された。資金運用の面においては
製造業に対する貸出指導比率を全面廃止し、金融機関の貸出禁止部門の対象を
大幅に縮小した。貸出管理制度の管理対象を（basket）３０大系列企業群から１０
大系列企業群に縮小した。

３）金融機関所有・支配構造改善

金融機関の自己責任経営体制確立と産業資金による金融機関支配の防止とい
う二つの命題を解決するため、同一人の銀行株式所有限度を議決権のある発行
株式総数の８％以内から４％に引き下げた。しかし、産業資本と関係のない資本
に対しては、同一人でも銀行の安定的な経営が可能にするため、株式超過所有
限度を認める金融専業企業家制度を導入した。
銀行長を選任時に産業資本である寡占株主の過度の影響力を防ぐために､銀行
長候補推薦委員会制度、経営成果の評価と統制を目的とする非常任理事会制度
を導入した。

３）金融産業構造調整

①金融機関の業務領域の拡大

銀行に対し、個人向けの買戻し買条件付債券売渡（RP）業務（1994.3)、国
公債の窓口販売業務（1995.9）が認められた。また綜合金融会社のみ取り扱い
が出来た「PYOZI手形」売買が認められ、銀行の資金調達手段がより多様化さ
れた。また今まで特殊銀行だけに認められた金融債発行が一般銀行にも認めら
れた（1997.2）
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貸出金利 預金金利 憤券金利

１段階

(`91~'92） 

第１．２金融圏の短期

貸出金利

３年以上長期預金金利、短

期・巨額市場性預金商品金利

(ＣＤ,RP） 

2年以上会社債金利

２段階

(93） 

財政支援及び再割引対

象貸出を除いた全ての

貸出金利

２年以上長期預金商品金利 ２年未満会社債、全て

の金融債、通貨価及び

国公使金利

３段階

(94~'96） 

総額限度貸出関連資金

の貸出金利

要求払預金及び３ヶ月未満の

貯蓄性預金金利を除いた預金

商品の金利

４段階

(９７以後）

財政支援対象資金の賃

出金利

前段階まで自由化されなかつ

た貯蓄性預金（貯蓄、自由貯

蓄、企業自由預金）及び要求

払預金（普通、当座、家計当

座預金）の金利



証券会社が１９９５年以後外為業務の取り扱いを開始し、証券投資資金を対象と
して、外為の入出金及び両替業務（1995.3)、自己資本の１％以内で外貨買入及
び保有が（1995.6）認められた。外貨借入に関しては海外証券引受資金の範囲
内で認められた。（1995.12）

保険会社に対しては、「証券取引法施行令」の改正によって、証券業を営む金
融機関に含まれ、国・公債の窓口販売業務が可能となった。
②新規参入

「金融機関合併及び転換に関する法律」によって（1991.7）三つの投資金融
会社が二つの都市銀行に転換した。「証券投資信託業法」を改正し（1995.8）証
券会社と投資信託会社間の子会社方式による相互進出を認めた。「綜合金融会
社に関する法律」の改正（1995ユ2）によって、綜合金融会社は既存の業務以外
に手形仲介業務、有価証券の売買・売買の仲介または代理業務などを追加的に
扱うようになり、銀行の預・賃業務以外の短期金融、証券、証券投資信託、外
国為替業務などが可能となり、綜合投資銀行（InvestmentBank）体制への移
行が進められた。

③金融開放化の推進

外国銀行の国内支店・事務所設置の際行われた経済的需要審査（Economic
NeedslbstENT）制度が廃止され（19944)、事務所前置主義要件が撤廃され
（1996.1)、外国銀行の事務所または支店設置が容易となり、参入規制が緩和さ
れた。また外国銀行の国内支店設置要件として世界５００大以内の銀行基準を撤
廃（1997.2）して、現地法人も許容（1998.12より）する方針である。参入し
ている外国金融機関の現況は表の通りである。

＜表3-3＞外国金融機関の進出現況（19967）

事務所支店持分参与合弁会社現地法人

資料：韓国銀行、『金融産業改編の推進現況と課題』、1996.

証券産業の対外開放については､外国証券会社が国内支店設置あるいは合弁会
社を設立する基準を（199011）制定し、委託売買業務を許容（1991.6）した。
また最低営業基金を100~200億ウォンから５０~150億ウォンに引き下げ、事務
所前置主義を廃止し地方での複数の支店設置許容などを盛り込んだ「証券産
業開放拡大推進方案」（1995.5）が実施された。「証券産業国際化推進方案」
（1996.5)、「外国人投資及び外資導入に関する法律」の改正（1997.1）により、
既存の証券会社への持分比率を１０％以下に制限していたのを廃止した。
１９９３年１月までは，外資系の投資信託会社と投資顧問会社の国内進出に対

しては事務所設置と国内会社への持分参加のみできる制限的な進出が許容され
た。その後１９９５年１１月投資信託業及び投資顧問業に対する開放計画がだされ
た。その内容は国内投資信託会社に対する持分限度を１０％から５０％へと拡大
し、合弁会社（持分50％未満）の設立を認めた。
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く表3-4＞金融産業開放計画

資料：財政経済院、「OECD加入推進現況及び向後推進計画｣、1996.

外為及び資本取引の自由化については為替変動幅を市場平均レートとする制

度導入（19903）され、基準上下レートを０．４％から2.25％以内へと拡大した。
外貨保有に対する登録義務の廃止（1995.6)、居住者の外貨売却と預置義務の撤
廃（1994.6）など外貨集中義務制を緩和した。外為ポジションを健全性中心に
転換すると共に外為銀行の業務の自律化を拡大した。資本自由化においては、
上場株に対する直接投資を認め（1992.1)、その後外国人株式投資限度を拡大し
てきた。２０債券市場の開放については、中小企業転換社債への直接投資が認め

られ（1994.7)、また間接投資も認められ、と債券型CountryFundが設立され
た（1996.101億ドル規模のKoreaBondFund設立)。また１９９７年１月から

は外国人投資専用の中小企業無保証会社債の発行が認められるなど、海外証券

投資の自由化、国内ウォン貨債券発行、特殊目的の外貨証券発行の制限的自由
化が行われた。資本移動に対する自由化計画は表の通りである。

2ｏ総額投資限度は１０％（92.1)から２０％（96.10）へ、１人当たり投資限度額は３％(921)から５％(96.10）
に拡大した。

２１ 

分野 自由化内容 備考

1．銀行業

２．信託業

３．短資社・綜融社

４．証券業

５．投資諮問業

6．保険業（生保は

既に自由化）

７．相互金融業

８．信用販売金融業

９．信用調査業

･現地法人設立許容

･国内既存証券投信社に対する外国投資家１人当投資比

率（10%以内）廃止

･国内既存証券投信社に対る外投比率（50%未満）廃止

･新設・合作法人設立許容

･外国社支店設置のとき事務所事前設置主義廃止

･国内既存社に対する外投比率（50%以下）廃止

･国内既存社に対する外国人投資が１人当たり投資比率

（10%以下）廃止

･新設現地法人設立許容及び国内既存社外投比率制限

（50%以下）廃止

･国内既存社外国人投資が－人当たり投資比率（10%以

内）廃止

･新設現地法人許容

･国内既存社外投比率制限（50%未満）廃止

･合弁生保社の最低持分（49%）廃止及び保証保険業、非

生保再保険業許容

･保険独立代理店許容

･保険代理店及び仲介業、保険検定業許容

･特定多数人対象相互金融業許容

･信用カード業及び割部金融業許容

･信用評価業許容

･信用調査業部門許容（50%未満）
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く表3-5＞資本移動自由化計画

注：短期貨幣市場,派生金融商品、ウォン貨預金に」対しては開放計画を提示してない。

資料：財政経済院、「ＯＥＣＤ加入推進現況及び向後推進計画｣、1996。
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分野 自由化内容 備考

①外国人株式投資

②外国人債権投資

③外国人の収益

証券投資

④海外証券発行

⑤借款

－商業借款

一現金借款

－直接投資性格

の５年以上借款

⑥貿易信用

⑦海外投資

⑧海外預金

･総額投資限度撤廃20％(96),23％(97),２６％(98)，

29％(99） 

.－人当たり投資限度（'９６年末５％）を１０％まで引上（10％

以上は直接投資関連規定によって許容）

－中小企業

・一定限度内無保証転換社便

・一定限度内無保証長期価（５年以上）

一大手企業

･一定限度内無保証転換社憤

・一定限度内無保証長期価（５年以上）

－政府が展望した通りマクロ経済安定が持続されるかまた

は

金利差が２％以内に縮小される場合完全自由化

株式型収益証券買収限度撤廃

･ＳＯＣ民資誘致第一種事業者大型国策事業許容

・発行限度廃止

.発行者要件緩和(韓国信認度に悪影響を与える可能性のあ

る物以外は許容）

･政府が展望した通りマクロ経済安定が持続するかまたは

金利差が２％以内に縮小される場合用度自由化

･施設財購入用商業借款自由化

・中小企業（'96)、先端技術営為大手企業（'97)、全面自由

化（'99）

･ＳＯＣ民資誘致第一種事業の中大型国策事業の国内工事費

調達用度許容

・マクロ経済安定・内外金利差２％以内縮小時完全自由化

・外投企業の親企業から受ける５年以上（施設財導入用）の

長期借款許容

一連支払収入機関拡大

･中小企業（180日）

･大手企業（180日）

･実需要に対しては180日以上も許容

一輪出先収金領収限度廃止

・自己資本調達義務（一憶ドル以上投資額の２０％）廃止

･海外外貨預金限度撤廃
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第３節．金融改革案：金融改革委員会

金融改革委員会は１９９７年１月、大統領直属の委員会として発足した。委員会
は企業人、金融人など３１人で構成され、同年４月に短期課題を中心とした「金
融改革第１次報告書」を、６月に中長期課題を盛り込んだ「金融改革第２次報
告書」をまとめた。同委員会設置の背景には①現在の金融構造と体制では金融
市場開放に対応できない､②９０年代の金融規制緩和や部分的な改革にも関わら
ず金融産業の効率性は改善されず、高い金融コストは企業にとって負担となる
ことから構造調整が必要であるとの判断からであった。③その上１９９６年１１月
の「日本版金融ビッグバン」宣言が大きな刺激となった。２１

委員会がまとめた改革案の特徴は今までの金融改革とは変わって、金融産業
を消費者中心（資金需要者）に転換し、金融国際化と開放化に対応できるよう
競争力のある金融産業に作り上げるため、競争促進を図ることである。以下、
その内容を検討することとする。

1）金融改革報告書の内容2２

金融改革の目的として以下三点を挙げている。①金融グロバール化に応じた
金融産業の国際競争力強化、②利用者の便益を重視する金融制度の構築③金
融の安定性と金融機関の健全性の確立。第一次金融改革報告書は、金融規制か
ら金融健全性への転換の観点から、短期的な課題をめぐる改革方案を提起して

いる。

第二次金融改革報告書は①参入自由化､②退出の円滑化③通貨･監督体制の
改編④金融市場の情報効率性再考からなる。金融機関の企業性を回復させ、金
融を産業としてダイナミックな産業にするために新規参入を自由化し、中立的
中央銀行制度へ再編し、兼業化と競争深化に対応した金融制度の健全性維持の
ために総括監督機能を確保することが提起された。その内容はく表４－１>の通り
で、主な内容は表４－５の通りである。より詳しくはく付表４＞を参照せよ

①専業主義から兼業主義へ移行

銀行・証券・保険の業務拡大により兼業化を進める。金融三分野の核心業務
領域を狭くし、ネガティヴ・システムへ転換を図る゜核心業務に関しても子会
社方式の相互進出を拡大する。２３

また証券会社、綜合金融会社、投資信託会社など、証券関連機関は綜合投資
会社（investmentbank）への発展を指向する。証券会社は会社債発行とＣＰ

業務及び為替業務取り扱い、そして投資信託業務に関しては証券会社の子会社

でできるようにする。綜合金融会社は有価証券売買業務と株式引受業務を、そ

して投資信託会社は証券または他の金融機関に転換することを認める。
業務拡大のために保険業法第９条の改正及び子会社関連規定新設し､塾為替業

務、保険金信託業務などの取り扱いを許容する。２６

z1Yoo,Yong-joo『三星経済』「金融改革の必要性、HANBO倒産で一層深刻」1997.3
22-次報告書が（短期課題を中心に）１９９７年４月に、二次報告書が１９９７年６月に出された。

２３核心業務として、銀行：支払い手段の発行・交換・決済業務、証券：有価証券の委託売買に

関する業務、保険：保険の引き受け及び運用業務とする。
２４同法９条は保険業務以外の業務は原則的に禁止

2B韓国おいて業務領域区分の根本的な背景は金利引き下げと金融機関の収益性確報にある。非銀行金融
機

2３ 



く表3-6＞金融改革の骨格

出所：金融改革１．２次報告書より作成

②金融機関の支配・所有構造
理事会の構成について、現行の全体理事と非常任理事の比率（1/2以上）を維

持し、２６非常任理事は株主代表７０％、理事会推薦の公益代表を３０％にする。
但し株主代表は１～５大系列企業群を含むが、同一系列の非常任理事への参加

26現在の全体理事数は資本金が5,000億ウォン未満で総資産が３０兆未満の銀行は７～１５人、5,000億
ウォン以上または総資産が３０兆以上は１１～２５人を株式総会で選出（銀行法施行令第２条４）。常
任理事は全体の1/2未満にし、非常任理事は大株主代表推薦５０％、小額株主代表推薦30％、理事会推
薦２０％と構成される。（銀行法第１４条３）任期は常任理事及び艦査は３年、株主代表非常任理事は１
年、理事会推薦理事は２年（銀行法第１４条２）

2４ 

目標

･金融産業の国際競争力強化

･利用者の便利を重視する金融制度構築

･金融体制の安定性と金融機関の健全性再考

特徴

･資金需要者の立場からの改革

基本方向

･新規参入規制の緩和により

.国際的金融産業の変化に伴

、競争促進を図ることによって経営の効率性を図る

う金融産業の戦略産業化を推進する

主な内容

･金融機関の所有持分に対する規制に対し、国際的整合性を考慮し改善する

･金融産業の参入自由化による競争促進によって金融機関の競争力強化

･金融産業再構築のための効率化、金融産業の競争力強化のために金融持株会社制度を導入

細部事項

国際競争力

強化

･金融産業の競争力強化

(銀行・証券・保険の業務拡大、子会社方式で相互進出拡大）

･金融市場情報の効率化

(系列企業群連結財務制度の導入、外部鑑査の義務化と国際会計基準の国際化）

･新規参入と退出の自由化

･利用者の

便利を重視

する金融制

度構築

･金融市場の効率性再考

(金利及び手数料の自由化）

･金融慣行

(拘束性預金の禁止と担保貸出慣行改善）

･金融体制

の安定性と

金融機関の

健全性再考

･中央銀行及び金融監督体制整備

･金融機関の支配構造改善（非常任理事制度の改善と非常任鑑査制度導入）

･金融機関内部経営自律化（資産運用に関する規制の原則的な廃止）

・与信管理制度廃止

･通貨管理体系及び運用方式の改善（間接通貨管理方式の定着）

・不良債権処理



は－行に限る。また当該銀行与信規模が１～５位に当たる系列企業群は候補推
薦から除く。小額株主の権益を保護するために非常任鑑査制度を導入する。
金融機関所有に関しては、責任経営体制の不在が金融機関の財務構造悪化や
不良債権の増大の要因であると主張されてきた。それは人事権や窓口規制など
の要因も大きかったといえるが、金融機関の所有構造により大きな原因がある
との指摘から所有構造問題が台頭された。産業資本の金融機関参与については
経済力集中を防ぐという目的から産業資本の金融支配を禁止してきた。しかし
産業資本の実質的な金融支配を持続（例：三星グループの場合５大市中銀行に
最低218％から最高7.03％を所有し、またHANMI銀行の場合は18.56％を所有
している｡）し、１０大大企業グループのほとんどが証券及び保険社を保有してい
る。市中銀行、転換銀行、合弁銀行の株所有限度を４％に統一し、２７一定の条件
を満たした特別なケースに限り、例外的に監督当局の事前承認ののち１０％まで

所有を可能にする。非銀行金融機関に関しては原則的に所有持ち分限度を廃止
する。２８

③金融機関内部経営の自律化と効率性
金融機関の資産運用に関する規制を原則的に廃止し、（保険社はリスクウエ
イト自己資本規制（RBC）制度導入）選別規制の緩和２９そして営業地域及び

店舗（海外含む）設置を財政経済院の認可から事後申告へ変更する。人事に対
する窓口指導と暗黙的な干渉を撤廃することによって、責任経営と企業性回復
を図る゜

また金利の自由化について､貯蓄性預金を１９９７年内に､要求払い預金を１９９８
年上半期以後実施し、買戻し条件付き債券売買利率、貯蓄性預金の金利、収益
証券買戻し手数料（1997年２/４分期中に）を自由化し、そして証券会社の委託
売買手数料の上限規制を廃止する。「与信限度（basket）管理制」と主取引銀行
制度の廃止し、３０銀行法上の「同一人与信限度制」を「同一系列与信限度制」
に転換して銀行の偏重与信を抑制する。

④健全な金融基盤の確立

第一に、間接的通貨管理方式を定着させるためにＭ２の代わりに、通貨指標、
金利、為替レートなどの変数を総合的に考慮し、流動性を管理する。短期金利
など価格指標を運用目標として活用し、市場原理に基ついた先進国型の公開市

場操作中心に転換する。そのために、再割引制度の規模縮小、再割引金利の実

勢化、再割引制度のアナウンスメント機能及び最終貸し手の機能中心に転換す
る。通安証券発行金利の現実化及び満期構造の多様化によって流動性調節す
る。

第二に、金融機関の不良債券の整理について。

２７現行銀行法による同一人株の所有持ち分限度は、市中銀行４％、転換銀行（ＨＡＮＡ銀行、BORAM銀

行）８％、地方銀行１５％となる。ここで転換銀行とは金融機関合併と転換に関する法律によって銀行
に転換した銀行を指す。

２８ノンバンクに対する所有持ち分規制は投信社と保険社だけに適用されている。

２９金融機関別中小企業義務貸出比率は市中銀行４５％、地方銀行７０％、外資銀行３５％、証券会社３０％、保
険会社３５％、信用金庫８０％，綜合金融会社２５％・

ｓｏ与信管理制度は１９７４年７月に「系列企業群に対する与信管理協定」で企業財務構造改善による金融資
産の健全性と系列企業群の過多な系列拡張及び不動産取得抑制のために導入。１９９６年６月から支払保
証を除いた貸し出しだけが管理対象となる。

2５ 



不良貸出は２兆4,439億ウォンで総貸出比不良貸出比率は0.8％である。しか
し、不良債権の算定方法によってはその規模がかなり違ってくる。９７年９月現
在、不良債権比率は６大都市銀行平均が8.14％,一般銀行平均が6.76％である。

く表3-7＞一般銀行の不良債権現況

１９９０１９９１１９９２１９９３１９９４１９９５１９９６ 

総貸出９０５５５６１２６８１８７１５３８０９７１７３４０７８２１０３６４９２４１８２７０２８９６４８８

不良恢券１９１０３２０９１４２４３７４２９３２４１９２５３２２９４４２４４３９

椎定９５８１９２１３８４７２８１９５２６１９３８４９４９０４

回収疑問９５２２１１７０１１５９０２２１３５６１６６３４１９０９５１９５３５

注：１）不良貸出比率：不良貸出／総貸出、２）加重不良貸出比率：（固定＊20％＋・(回収

疑問十推定損失）＊100%)総貸出、３）損失予想額:正常貸出＊0.5％＋要注意貸出＊１％

＋固定貸出＊20％＋回収疑問貸出＊75％＋推定損失貸出＊100％

資料：韓国銀行銀行監督院『銀行経営統計』、出所：金融改革委員会報告書より。

なかでもとくに､都市銀行である第一銀行の場合は､不良債権率が16.74％で、
自己資本利益率（ROE）が‐42.6％まで落ちている。
その処理方法として①銀行自ら不良債権を償却処理する､②財政支援による不
良債権の償却、③債権を債務企業の株式に転換する方案、④債権買入会社を設
立、⑤成業公社を活用する方法などが論議されている。

⑤新規参入と退出
現在預金者、投資家、保険加入者を保護するという理由から最低資本金規制
による高い参入の障壁が設けられている。金融機関の新規設立にさいしての最
低資本金は、銀行が1,000億ウォン（地方銀行は２５０億ウォン)、総合証券業：
500億ウォン、保険：３００億ウォンで外国に比して非常に高い。３１不透明で自
意的な新規参入に対する規制がおこなわれた。しかしより新規参入を促すため
に銀行法上の所有限度を新設銀行の場合１０％まで拡大した。一方合弁銀行と外
国銀行の国内現地法人の認可基準については、国内銀行の新規認可と同じく
し、投資比率の制限を撤廃すると伴に所有構造に対して国内銀行法を適用す
る。非銀行金融機関に関しては参入最低資本金を引き下げ（総合証券業は３０億
ｳｫﾝに、自己売買及び委託売買業１５０億ｳｫﾝ､委託売買業１０億ｳｫﾝ）また外国証券
業者の認可条件も長期的には統一する。先物取引業の最低資本金を１００億ｳｫﾝか

31銀行の場合米国は１００万ドル、総合証券業は１００万ドル（米国）、３０億円（日本）、１０万ポンド。
保険の場合は保険種目ことに１５万～1,000万ドル（米国）、１０億円（日本）、２０~８０万ECU。
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1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 

総貸出 905,556 1,268,187 1,538,097 1,734,078 2,103,649 2,418,270 2,896,488 

不良憤券

推定

回収疑問

19,103 

9,581 

9,522 

20,914 

9,213 

11,701 

24,374 

8,472 

15,902 

29,324 

8,195 

21,356 

19,253 

2,619 

16,634 

22,944 

3,849 

19,095 

24,439 

4,904 

19,535 

不良仮権比

率

2.1 1.6 1.6 1.7 0.9 0.9 0.8 

加重不良債

権比率

２，２ 2.1 1.6 

貸損引当金

積立比率

1.57 1.65 1．９１ 2.05 62.2 7２５ 86.4 

自己資本当

期純利益率

6.28 6.58 6.69 5.90 6.09 4.19 3.80 



ら２０１臆ｳｫﾝ、先物投資基金業は３００'億ｳｫﾝから５０億ｳｫﾝに引き下げる。投資信
託及び投資信託運用業に関しては最低資本金を300億ｳｫﾝから３０億ｳｫﾝに引き下
げ、大企業グループに対する所有持ち分限度を原則的に廃する。保険業におい
ては最低納入資本金と営業認可基準を差別化（業務の細分化によって)、また認
可基準に関して国内・外保険業者間の許可条件を同一化、２０００年まで５大財閥
の生命保険業参入を自由にする。金融持主会社制度導入32によって100％子会社
形態の銀行及び非銀行金融機関所有を許容するが、子会社に対する出資は持主
会社の自己資金に限る。所有持ち分限度は銀行と同一基準に従うが、非銀行金
融機関の持主会社には所有持ち分限度を適用しない。金融機関退出に関しては

適期是正措置制度（PromptCorrectiveAction）を確立し、３３基準を資本充実
度によって単純・透明化する。銀行に対してはＢＩＳ基準自己資本比率、証券会
社には営業用純資本比率、生命保険社には長期的に危険基準資本金（RBC）制
度に移行する。

⑥中央銀行制度及び金融監督制度
物価安定、資本自由化、市場開放、金融産業の兼業化に対応できるよう中立
的な中央銀行制度を確立し、金融監督体系を一元化する。中央銀行の最終目的
を物価安定と明確化する。通貨信用政策の中立性を確保し、間接通貨管理方式
へ転換する。韓国銀行の設立目的を“物価安定のために行った通貨信用政策の
樹立及び執行，,と見直す。型

韓国銀行の最高意思決定機構として金融通貨運営委員会の位置づけを明瞭化
する。同委員会の議長の任命提請権者を現行の財経院長官ではなく国務総理と
し、大統領が任命し、同委員会の議長が韓国銀行の総裁を兼任する。韓国銀行
の人事・組織変更や財経院長官が担当してきた定款変更などの承認権を金融通
貨委員会が担当する。

金融監督制度を機関中心の監督から機能中心の監督へ転換するため、金融監
督体系の統合・一元化する。監督機能の中立性と国際的な整合性を考慮すると
共に、「金融監督委員会」を新設し、金融監督委員会の最高議決機関として位置
づける。法的地位を国務総理所属の合議制による行政機構とする。中間監督機
関（金融監督院）及び統合預金保険機構を設置し、また証券、先物取引委員会
を設置する。金融監督院は全金融機関を監督する。多岐化されている預金保険
機構を統合し、単一の預金保険機構へ再編する。

⑦金融持株会社の導入

金融持株会社は現在「公正取引法第８条１項」により、経済力集中の防止の
目的から禁止されている。韓国における同制度の導入は、金融機関の結合と退
出の円滑化し、金融産業の構造調整のためという目的がある。報告における基
本方案は、①金融持株会社の設立を原則的に認め、100％子会社形態の銀行及び
非銀行金融機関の所有を認める。②子会社に対する出資は持主会社の自己資金
に限定する。③非金融子会社（製造業、流通業）の所有は禁止する。④銀行持

３２公正取引法（第８条）で持株会社の設立を禁止している。
３３この制度は金融機関の健全性を計る際に自己資本比率などを基準として５～６のレベルに分け、自己
資本充実度が低下した金融機関に対し、監督当局が是正措憧を段階的に実行していく制度である。米国
は1991年、デンマークは１９７４年に導入した。日本は１９９８年４月から実行予定。韓国の場合は１９９７
年１月改正された「金融産業の檎造改善に関する法律」第１０，１１，１４条に金融機関に対する適期是正措
置の根拠を明示している。

３４現行韓国銀行法(第３条)では韓国銀行の設立目的を①国民経済発展のための通貨価値安定､②銀行・
信用制度の健全化とその機能向上による経済発展と国家資源の有効な利用を図ると規定されている。
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主会社の所有持ち分限度は銀行所有持ち分限度と同一基準を適用する。⑤持ち
分限度の承認要件として公益検証（pubhcbenefitstest）制度導入。⑥非銀行金
融持株会社には所有持ち分の限度を置かないこととする。
予想される形態として二つのタイプがある。それは以下の通りである。

a・銀行子会社の支配の可能な場合

銀行持ち主会社

－＞ 

リ
ス
子
会
社

銀行が主体となり設立する銀行持株会社の形態で、二つの銀行の実質的な合
併効果を達成するが、ここの金融子会社は水平的・独立的である。

ｂ非銀行金融子会社のみ支配可能な場合

同閻叶倒円
非銀行金融機関または企業集団の金融部門が主体となって設立する非銀行持
ち主会社の形態である。銀行所有に関しては限度制限があり、事実上銀行子会
社所有は不可能であるが、業務に関しては水平・独立的である。

3）金融改革の意義及び評価

これまでの改革についての評価に関して、グロバール化による金融市場の開
放という環境の中で、今までの政府主導の金融自由化においては実質的な効果
がなかった、その原因は金融政策構造にあるとの指摘が多かった。その観点か
ら中央銀行の中立性と銀行監督が大きな焦点となった。また相次ぐ大手企業の
倒産は企業財務構造の弱さに由来し、それが金融機関の不良債権の拡大につな
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銀行国

リス子会社
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がりことから、金融機関の資産選択行動を自由化する必要性が強調され、また
金融機関の不良債権処理問題が浮き彫りとなった。責任経営体制構築という命
題と所有構造問題がもう一つの焦点となった。今回新しい概念として利用者の
便益を考えた金融市場の形成が提起された。ここに今回金融改革の特徴を見る
ことができる。
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終わりに

①金融改革の変遷と評価
第３章で８０年代までの金融改革の過程を検討し、第４章で９０年代の金融改

革の内容と１９９７年の金融改革委員会がまとめた報告書の内容を紹介した。

く表4-1＞金融改革の変遷及び意義

９７３年の改牽３６５年の改軍

金利

注：1997年の改革案に関しては第４章く表４－５＞とく付表４＞を参照せよ
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1965年の改革 1973年の改革 1980年代 1990年代

金利現実化措置 ｢８３措置」 民間主導経済運用 市場主導経済運用

経済政

策

経済開発５ヶ年

計画

重化学工業政策 ･産業構造調整期

･民間主導の経済

基調転換

･開放経済への転換

･経済目標変化（経

済の安定化と効率

化）

目的 ･投資拡大

･内資動員

･インフレ抑制

･重化学工業へ

の資金支援

･輸出促進

・私金融の陽性

化

･金利体系合理化

･金融産業の大型

化

･経営自律及び効

率化

･金融機関責任経営

･国際競争力確報

･金有健全化

背景 ･成長金融需要
● 

● 
高インフレ

･経済成長鈍化

・為替レート引

上

・企業の財務構

造

悪化

･銀行借入依存

度

上昇

･高私金融依存

度

･成長政策限界

･過大な政策金融

･金融構造変化

･国際金融市場の

環境変化

･慢性的インフレ

改善

･貯蓄率増加

･経常収支黒字化

･資金需要の多様化
● 

● 
企業の弱い財務

構造

･金融機関の弱い

国際競争力

・ＩＭＦ８条国加盟

(’88） 

･ＯＥＣＤ加盟（'96）

・開放化、国際化

内容 ･金利引上げ

･貸出限度額制

撤廃

･韓銀通貨安定

勘定新設

･住宅、信託、

地方銀行新設

･外銀進出許容

･私金融関連３

法

･金利目|下げ

,産業合理化資

金

設置

･金利自由化

･業務拡大

･金融機関民営化

･参入緩和

･経営自律化措置

・４段階金利自由化

・資産運用に対する

規制緩和

・所有･支配構造改善

・開放化

・業務拡大

・新規参入拡大

評価 内資調達成功 ･経済成長の補

助者としての

金融

・私金融市場温

存

民間主導経済運営 ・企業の財務構造悪

化と金融仲介機能

の非効率化

金利 高金利期 低金利期 実質低金利期 実質高金利

意義 金融産業の基礎

形成

私金融のノーマ

ル化

金融の企業性再考 ･国民経済システ

ム構築と金融



６０年代から９０年代までの金融改革の内容とその意義をまとめるとく表5-1＞
のようになる。

韓国における金融改革は、大きく１９６５年「金利現実化措置｣、１９７３年「8.3
措置｣、８０年代の金融機関民営化と金利自由化、１９９０年代の国際化、開放化の
もとで行われた一連の措置、そして１９９７年の「韓国版金融ビクパン」と５段階
に分けられる。

まず６５年、７３年、そして８０年代の金融改革は経済成長政策に大きく影響さ
れた改革である。韓国の金融は１９６０年代の経済５ケ年計画実施、７０年代の軽
工業から重化学工業への政策転換に必要な資金を提供する資金仲介者であっ
た。つまり経済において金融部門が－つの産業としてではなく、成長経済を資
金面から支援する資金調達者としての位置づけであった。
金融が産業としてその企業性が重視されるようになったのは、８０年代にはい
ってからである。政府主導の経済運用から民間主導の経済運用への転換ととも
に、金融機関の民営化を初めとした改革が行われ、１９８８年には一部でありなが
ら金融改革の核心といえる金利自由化が実施された。１９８０年代の金融改革は金
融の企業性回復という意味から韓国の金融において大きな転換点ともいえよ
う。

しかし1990年代には市場主導経済運用への転換過程といった環境変化や国際
化といった国際金融の環境変化が金融改革へ大きく影響するようになるが、金
融改革の主体は依然として政府である。１９９６年のＯＥＣＤ加盟によって資本市
場の開放を余儀なくされる、国内金融機関の国際競争力を向上させるための金
融改革措置がおこなわれた。過多な政策金融の負担と企業の財務構造悪化そし
て大手企業の倒産または金融不祥事による不良債権の増大が、金融機関の競争
力向上を難しい状況に追い込んでいる。いわば９０年代の金融改革は国際化と競
争力のある金融を掲げた金融改革であった。
次ぎに金融改革の目的を比較してみることとしよう｡投資拡大のための内資動

員(1965年)→輸出促進と重化学工業向け資金支援（1973年）→金利システム
の合理化、経営自律化（1980年）→国際競争力の確保、金融の健全化（1990年）
→金融システムの安定と金融の健全性（1997年）と変遷している。
改革の内容の面で、今回の改革で大きな特徴といえるのが､利用者の便利を重
視する金融制度改革である。つまり、金利及び手数料の自由化と拘束性預金や
担保貸出慣行を改善し、資金需要者の便益を図るということである。競争力強
化は８０年代から提起されたが、利用者の観点は今回が始めて導入され、この点
から金融市場の効率'性を図るという意図を持っている。
１９６５年の「金利現実化措置」は金融産業の基礎を形成し、１９７３年の「8.3

措置は私金融を制度化する試みからノンパンクを作り出した。１９８０年代の金融
改革は金融の企業性を回復する改革として、１９９０年代の改革は国民経済システ
ム再構築に伴う金融と位置づけられる。今回の金融改革もその上での改革であ
る。また英国や日本の金融ビクパンとは違って、韓国金融改革は先進開放経済
への移行による経済システムの転換といった性格を持つ。

②韓国版「金融ビッグバン」と課題
まず一つは、市場主導経済運用の原則のもとで、国民経済システムの再構築
という実物経済の構造転換に直面している。しかし、政府に代わって金融を主
導する主体がまだ整備されていないことが指摘されている。
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次ぎに今回の改革でも論題となった財閥と金融との関係をどのように設定す
るかという問題である。産業資本の金融支配に関しては議論が二分されている
がく－つは、金融機関の責任経営システムを構築するために、産業資本の経営
参加を認めるべきであるという意見である。現在、金融機関の大株主の持分率
が低いので株式総会で経営権を左右するには談合が必要となるので、経済力集
中または経営権を脅かすような懸念はないという。しかし韓国において、金融
機関の所有構造をみるとノンバンクの場合、財閥が大部分の経営権を占有して
いる。銀行に関しては、現在「政府・銀行・財閥」の関係において政府が企業
をコントロルする経路が銀行であるという認識が強いことと、現実的に財閥中
心の韓国経済という状況から民間主導経済体制すなわち市場主導経済体制への
移行に政治的に妨げとなる。
第三に政治経済の力学上の問題である｡つまり金融政策と中央銀行の独立及び
令融藍督権に対する政府と韓国銀行の対立が問題である。
上記の構造的な問題をどのように解決するかが「韓国版金融ピクパン」はか

かっているといえよう。
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く付表１＞主要金融改革推移

８５利子制限法改正によって上限線を年20％から４０％に､定期預金金利を15％から３０％に引き上げる金利
現実化措置。

３６同法により金融機関は海外建設収受に対して支払いを羨務的に保証しなければならなくなった。しか
しこれが海外不振により金融不実化を招くこととなり1981年廃止された。
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年度 主要金融措置 内容

1957 

1961 

1962 

経済拡大政策

経済開発５カ年計画樹立（'62）

財政安定化措置樹立・実施

金融機関に対する臨時措置法

通貨改革

証券取引、保険業、為替管理法制定

韓国銀行法改正

銀行法改正

･財閥所有都市銀行株の政府帰属

･通貨単位１/１０に切り下げ

･大韓証券取引所設立

予算決定権が政府へ､業務鑑査権が財務

部へ追加

･成長金融体制化

３４５６７ ６６６６６ ９９９９９ １１１１１ 
８ ６ ９ １ 

財政安定計画の復活

為替相場現実化

金利現実化措置３５

国税庁新設

通貨抑制政策実施

直接税制補完及び改変

GATT加入

貿易自由化（negativesystem採択）
外国銀行国内進出許容

商業手形再割引制度導入

資本市場育成に関する法律制定

韓国投資公社設立

･預金増加と与信と受信の逆金利体制

･外資導入増加と輸出増加によって支払準備率

の引き上げ、通貨安定証券発行、限界支払い準

傭制度実施

･'６９まで成長通貨供給に重点

･'69末から安定政策

1970 

1972 

1974 

信用限度取引制度導入

1970年度経済施策１２原則発表

金融業務改善８原則樹立

経済の安定と成長に関する金融命令公

布

８．３緊急経済措置

企業公開促進法制定

韓国投資金融（株）発足

韓国産業リス設立

総合金融会社に関する法律制定公布

金融機関選別融資準則制定

･企業財務櫛造改善,産業合理化及び私憤根絶

･私金融関係３法(短期金融法、相互信用金庫

法、信用協同組合法)制定

･金利大幅な引き下げ

･オイルショックによる景気沈滞と物価上昇

(stagnation） 



３７譲渡性ＣＤ以外には預金商品と差もないし、またＣＤ発行限度額が1997.2.10廃止されるなか預金金
利が自由化される状況のなかで金融商品間受信競争力の上で衡平性を維持する必要があるためであ
る。
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1９７５ 

1976 

1977 

1978 

1979 

与信管理強化（系列企業群）

１２．７特別措置(国際収支改善のため）

国民投資基金設置・運用(重化学工業）

主取引銀行制度運用協定

海外建設促進法3６

企業公開促進のための大統領特別指示

(529措置）

韓国輸出入銀行発足

韓国銀行法と銀行法改正（４次）

銀行法改正（５次）

栗山実業倒産

２次オイルショック

経済安定化施策実施

･国際収支悪化(74~'75),物価上昇、景気沈滞：
持続的安定成長

･景気回復(､75~'76)：海外建設、国内住宅建設、

重化学工業拡大による景気加熱でインフレショ

ン－民間与信管理制と不動産投資抑制措置、借

款導入抑制措置。

･主取引銀行与信管理協定制定

･金融不実化露呈

．重科学工業拡大政策によって救済金融、各特

殊事業推進のための金融支援など政策金融が増
加

緊縮政策実施

･通貨管理方式：総通貨012)を主な指標とする

･金利と為替レートの引き上げ論議

1980 

1981 

安定化政策と民間主導に転換

金融自律化・民営化・国際化の基本方

向設定

金利引上

一般銀行の中小企業に対する義務貸出

比率引上

主取引銀行の貸出管理協定及び施行指

針

一般銀行経営の自律化方案

変動為替相場制実施

証券会社還買債業務許容

資本市場自由化の長期計画

証券市場自由化推進計画発表

短期金融会社ファクタリング業務許容

銀行民営化

証券会社の業務拡大

･'８０年マイナス成長

･'82年より物価安定と高成長

･金融機関内部経営の自由化、民営化、通貨管

理の間接方式化、政策金融の縮小整備、新規参

入許容、業務多岐化、金融実名制の導入。

･預金24％、貸出２４５％

･都市銀行：３０％以上→35％以上、地方銀行：

40％→55％ 

･政策金融縮小、不良債権整理、民営化

･４段階計画（'81～'91）

・ＨＡＮＩＬ銀行民営化計画及び外国銀行と合弁

銀行設立方針発表



３８コール借入順平均残高を自己資本ベースで設定。・自己資本1,000億Ｗｏｎ以下：200億Ｗｏｎ
5,000億Ｗ。ｎ以下:自己資本の２０％、5000億Ｗ。、超過：1,000億Won+5,000億Ｗｏｎ超過分の１５％。

3５ 

1982 

1983 

1984 

1985 

1986 

1987 

1988 

1989 

1990 

1９９１ 

支準率大幅引下及び単一化

通貨管理方式を間接規制に転換

金融発展審議会設置

大型金融事件発生

銀行監督機能効率化、信用管理基金設

置、不実企業整理

金利大幅引下

金融実名取引制実施発表

銀行に－部の証券業務許容

金融電算化など利用者便宜

銀行法５次改正

支準率引下げ

株式時価発行制度実施法案発表

都市銀行信託業務開始

KoreaＦｕｎｄ許容

譲渡制定期預金証書（ＣＤ）導入

金融団協定廃止

外銀支店優待措置撤廃

原油、為替、国際金利の下落

韓銀特融措置

経常収支黒字

外国銀行国内支店に商業手形再割引許

容

米ALIＣＯ社国内生命保険市場進出

証券社外貨保有許容

８８年よりＰＯＳＣＯ、韓電など国民株と

して売却決定

株式取引委託手数料率自律化

金利自由化

４個合弁生命保険会社認可

生命保険会社利益配当

新規参入拡大

地方銀行営業区域制限緩和決定

金融改革のための金融自由化

4段階金利自由化推進計画

･要求払・貯蓄性預金支準率を５５％に

･民間信用限度制廃止

・Ｍ３を考慮した通貨管理

･明星、永東開発事件

･短資会社及び相互信用金庫倒産と海運、建

設、重化学業体の不実化

･還買条件付債券の売買及び引受業務

・ＧＩＲＯの拡大、信用カード、店舗拡大

･経営に関する銀行監督院長の包括的指示命令

権条項削除(第７条２項）

･流動性管理：与信限度額規制から支準率へ

･銀行収支のため６％→３％

･通貨増加

・コール（84），ＣＤ(86),一部の貸出金利(88）

・９１年より自律化発表

･同和銀行、６個の生命保険会社、８個の地方リ

ス会社設立認可

・３段階まで実行



１１ 

3６ 

1993 

1994 

1996 

1997 

新経済５カ年計画の一環として金融改

革方案

製造業貸出指導比率廃止し与信禁止部

門縮小

地方銀行の中小企業貸出義務比率縮小

銀行法改正

新金融商品許容

預金支準率段階的引下げ

コール取引仲介機関の一元化

ＣＤに対して支準頼み立て義務化8７

貸出限度（basket）管理対象縮小

･金利自由化

･通貨管理方式

･金融実名制

)・８０％→70％

ｂ有償増資を認可対象から除外

,、子会社出資自由化(20％限度）
･同一人の銀行株所有限度を議決権のある発行

株式総数の８％→４%に

･金融専業企業家制度導入

.最長満期制限(10年)撤廃

'・変動金利付き預金（銀行)、ＭＭＦ（投資信託

会社)、新種CMA(総合金融会社）など
|・第２金融圏にコール借入限度を設けたコール

ロン導入8８ 勺｡

･韓国資金仲介株式会社設二立；専門仲介会社

･支準率２％＝

・３０代→10代系列企業群，



く付表２＞金融改革委員会、政府及び韓国銀行独自案比較

3７ 

行現 金融改革案 政府案 韓国銀行案

l・韓国銀行

の目的

・通貨価値の安

定と銀行信用制

度の健全化

･物価安定 ･物価安定 ･通貨価値の安

定と銀行信用

規制の安定性

維持

２．韓国銀行

の組織体系

・金融通貨委員

会は韓国銀行の

最高意思決定機

構

･金融通貨委員

会は韓国銀行

の最高意思決

定機構

・中央銀行を金融

通貨委員会（政策

決定機概）と韓国

銀行（執行機構）

に分離

･金融通貨委員

会は韓国銀行

の最高意思決

定機構

３．金融通貨

委員会

･財経院長官が

議長となる

．総裁は財経院

長官が提請、大

統領任命

･総裁任期４年

委員任期３年

･議長が総裁を

兼任

･議長は国務総

理提請、大統領

任命

･議長（総裁）任

期５年、委員任

期６年（単任）

･議長が総裁兼任

･議長は国務会議

審議、大統領任命

･議長任期５年、委

員任期３年（連

任）

･総裁が議長と

なる

．総裁は国務総

理提請､大統領

任命

･金融改革委員

会と同一

４．韓国銀行

の政策対象

領域

● 

･外貨予受信及

び外国為替ポ

ジション管理

業務通貨

・支払決済制度

運営、管理業務

明示

．第２金有圏の

銀行有事業務

支払準備付加

根拠準備

･韓国銀行は市場

参加者として通

貨信用政策を遂

行（財経院はマク

ロ経済運用次元

の金融政策遂

行）

･為替率、為替予受

信及び外国為替

ポジション政策

に対して協議

．（削除）

(削除）

.（削除）

･金融改革委員

会案と同一

・同上

･同上

５．政府との

政策調和

・財経院長官が

金通委議長

･財経院長官の

議案提議権保

有

．（削除）

・左同

.（削除）

･左同

.（削除）

.（削除）



3８ 

･財経院長官の

提議要求権

･財経院

次官金通委参

加、発言

.（削除）

･左同

･財経院長官の提

議要求権保有

・左同

･財経院長官、金通

委譲長定例協議

(月１回以上）

･左同

･左同

。（削除）

６．韓国銀行

の政策責任

･金通委を合議

制機関として

設置

･大統領の金通

委院任命

･年次報告書公

表

・左同

・左同

･左同

･議事録公開義

務化

･左同

.左同

･左同

・左同

・国会報告（年１回

以上）

･毎年物価目標を

財経院長官と協議

設定して、未達成時

金通委員任期前解

任可能

･金改委案と同

.（削除）

７．金融監督

体系

･銀行、証券、保

険業種別監督

機能専門化

･その他金融化

は監督、検査機

関の多岐化

･金融監督機関

を統合して金

監委（金監院）

に一元化

．ただし、韓国銀

行には一部銀

行監督機能付

与

･金融監督機能を

統合して財経

院、金監委（金監

院）が分担

･財経院：法令制定

権、認許可権保有

及び統合預金保

険機構管奨

･金監委（金監

院）：規制、検査

及び制裁権保有

．ただし、韓国銀行

には金監委前検

査要請権など付

与

・監督機関協議

機構設置

８．韓国銀行

の銀行監督

機能

・一般銀行に対

する認可、経営指

導、規制、検査

制裁、機能遂行

、

・銀行（特殊銀

行、信託勘定含

む）に対する経営

指導。規制及びそ

れを確認できる

権限保有

・必要時監督機榊

に対する特定分野

検査要請権、必要時

共同検査と是正措

画要求権保有

･一般銀行に対

する認可､経営指

導。規制、検査、

制裁機能遂行。

９．内部経営 ･定款変更は財

経院長官が承

認

･財経院及び鑑

･金通委が承認

･鑑査Ｉ院鑑査に

･左同

･左同

･金改委案と同



資料：金融改革２次報告書より

く付表３＞預金保険機構

資料：金融改革２次報告書より

3９ 

査院の業務検

査

･鑑査は金通委

同意、財経院

長官任命

･予算は金通委

が承認

一元化

･財経院長官椎

薦、金通委任命

･経費性予算は

財経院長官が

承認

･財経院長官推

薦、大統領任命

･左同

･金通委院及び

役員報酬は財経

院長官が承認

預金保険機構 機構形態 対象機関

預金保険基金 預金保険公社内設置 一般銀行、外銀支店、特殊銀

行

信用管理某令 別度法人 総合金融会社、相互信用金庫

セマウル金庫連合会 セマウル金庫連語会内に設置 セマウル金庫

信用協同組合中央会安全基今 信用協同組合中央会内に設置 信用協同組合

保険保証基金 保険監督院内に設置 保険会社

証券投資者保護基金 証券金融（基金運用）証券監

督委員会（基金管理）

証券会社



く付表４＞金融改革委員会報告書

３９緯国おいて業務領域区分の根本的な背擬は金利引き下げと金融機関の収益性確報にある。非銀行金融

機関に対して増資、商品認可、支店増設などを規制し、市場を区分によって銀行預金に移動を防ぐ。

40現在の全体理事数は資本金が5,000億ウォン未満で総資産が３０兆未満の銀行は７～１５人、5,000億
ウォン以上または総資産が３０兆以上は１１～２５人を株式総会で選出（銀行法施行令第２条４）。常
任理事は全体の１/2未満にし、非常任理事は大株主代表推薦５０％、小額株主代表推薦３０％、理事会推

薦２０％と構成される。（銀行法第１４条３）任期は常任理事及び鑑査は３年、株主代表非常任理事は１

年、理事会推薦理事は２年（銀行法第１４条２）

４１金融機関別中小企業義務貸出比率は都市銀行４５％、地方銀行７０％、外資銀行３５％、証券会社30％、保

険会社３５％、信用金庫８０％，綜合金融会社２５％。

４２銀行の配当に対する先決条件は実質自己資本８％以上、前年度末積立比率２０％以上、金融事

4０ 

金融産業の競争力強化

銀行・証券・保険の業

務拡大

証券会社、綜合金融会

社、投資信託会社など

証券関連機関は綜合

投資会社（investment

bank）に発展指向。

－核心業務領域を狭くし、ネガティヴ・システムに移行

－核心業務に関しても子会社方式の相互進出拡大

銀行：支払い手段の発行・交換・決済業務

証券：有価証券の委託売買に関する業務

保険：保険の引き受け及び運用業務

－証券社が会社債発行とＣＰ業務及び為替業務取り扱い、投資信託

業務は子会社で、

－綜合金融会社は有価証券売買業務と株式引受業務をそして投資

信託会社は一定基準に基付いて証券または他の金融機関に転換許

容。

保険業法第９条の改正及び子会社関連規定新設一為替業務、保険金

信託業務など取り扱い許容8９

金融機関の支配構造

理事会の構成40

非銀行金融機関の支

配構造改善

－非常任理事の構成：株主代表７０％、理事会推薦公益代表３０％。

但し株主代表は１～５代系列企業群を含むが、同一系列の非常任

理事参加は一行に限る。また当該銀行与信規模が１～５位に当た

る系列企業群は候補推薦から除く

－非常任鑑査制度導入：小額株主の権益を保護するため

－理事の５０％が株主と公益代表非常任理事で榊成される理事会制度

導入

－非常任理事で構成された選任委員会で代表理事と鑑査を選任する

金融機関内部経営の自律化

金融機関の資産運用

に関する規制緩和

選別金融制度41

商品運用及び開発営

業地域及び店舗設置

人事及び組織

配当の先決要件緩和

4２ 

一個別資産の運用に関する規制は原則的に廃止

－保険社は危険資産比自己資本規制（RBC）制度を導入することに

よって資産運用に対する間接規制体制を定着

－商品財産運用に関しては運用結果の報告書を公示

－金融機関の資産運用規制の中で中小企業貸出、地方資金還流制

度、

貸出禁止業種

－財政経済院認可から事後申告に

－店舗設置原則的自由化（地域金融活性化の目的で設置された金融

機関除く

－海外店舗設置自由化

－人事に対する窓口指導と暗黙的干渉撤廃



故または不実経営などで警告を受けてないこと、経営成果評価が３年間Ｃ以上で前年度にＣ
で

ないことである。

４３与信管理制度は１９７４年７月に「系列企業群に対する与信管理協定」で企業財務構造改善による金融資
産の健全性と系列企業群の過多な系列拡張及び不動産取得抑制のために導入。１９９６年６月から支払保
証を除いた貸し出しだけが管理対象となる。

“担保貸し出し、拘束性預金などの金融慣行は金利規制、資金の慢性的超過需要、金融機関の優越的な
地位などによる。

４５銀行監督院は貸し出し実行日前後１０日営業日いない、貸し出しまたは業体別に貸出金の１０％を越え
る預・貯金を拘束性預金と規定。１９９６年銀行監督院が実施した「金融機関拘束性預金整理期間」の間

に各銀行が中小企業を相手とした拘束性預金として解約したのは３２銀行が19,932企業に対し、１兆
2,834億ウォンであった。（中小企業貸出残高の２％）

４８「銀行経営統計」によると１９９６年末の担保貸出が55.8％、信用貸出が44.2％、中小企業の場合担保
貸出が57.6％。

４１ 

金融市場の効率性再考

金利及び手数料自由

化

－貯蓄性預金の金利自由化は１９９７年内、要求払い預金の金利自由

化は１９９８年上半期以後実施

－還買条件付き債券売買利率自由化：貯蓄性預金の金利自由化と同

時期に

－予定利率自由化：２０００会計年度より施行

･手数料自由化

－国庫収納及び政府委任為替業務に関して手数料付加

－証券会社の委託売買手数料上限規制廃止

－収益証券還貿手数料自由化：１９９７年２/４分期中

与信管理制度4３

｢与信限度（basket）

管理制」の廃止

主取引銀行制度

－銀行法上の「同一人与信限度制」を「同一系列与信限度制」に転

換して銀行の偏重与信を抑制する。

－（銀行与信が2,500億円以上の系列企業群）の廃止し、銀行・企

業間関係を銀行自律に任せる。

－対象企業の監視義務及び１０代系列企業群の不動産取得承認制廃

止｡ 

中小企業金融

－中小企業の海外金融利用拡大

－銀行と非銀行金融機関の中小企業専用外債借入許容

－外国人投資家の中小企業保証債投資早期許容

－補助金の性格が強い支援から商業的市場原理による中小企業金融

誘導

－中小企業専担銀行制度確立

－中小企業支援目的の長期国債と金融債発行

－地域信用保証組合設立（現在４力地域に設立運用）拡大

－中'｣､企業信用情報専門会社設立許容

拘束性預金の解消4５

担保貸し出し慣行改

善“

－貸出専門金融機関の新規進入を緩和し、競争促進

－貸し出し契約条件の書面明示強化（TruthintheLending）

|通貨管理体級び運用方式’



４７現行銀行法による同一人株の所有持ち分限度は、都市銀行４％、転換銀行（ＨＡＮＡ銀行、BORAM銀

行）８％、地方銀行１５％となる。ここで帳換銀行とは金融機関合併と転換に関する法律によって銀行

に転換した銀行を指す。

組ノンバンクに対する所有持ち分規制は投信社と保険社だけに適用されている。

4２ 

通貨信用性策の最終

目標の再定立

＿間接通貨管理方式の定着：Ｍ２の代わりに、通貨指標、金利、為

替レートなどの変数を総合的に考慮し、流動性を管理する通貨信
用政策運用

－短期金利など価格指標を運用目標として活用（しかし当分は総通
貨指標及び金利指標を同時に重視）

－市場原理に基ついた先進国型の公開市場操作中心に転換（再割引

制度の規模縮小、再割引金利の実勢化、再割引制度の性格を公示

機能及び最終貸し手の機能中心に転換）

－通安証券の発行金利の現実化及び満期構造の多様化：流動性調節
目的

一可変預置義務制度（VariableDepoBitRequirement）の導入検討：
投機性海外資金の一定部分に対して

－外国人投資家の為替取引に対し、為替取引税（ForeignExchange
IYansactions'nhxes）を適用検討

不良債券

－不良債権公示義務化

－充当金設定と不良債権の償却強化

－成業公社の機能に債券引き受け処理機能追加

参入自由・円滑化

金融機関所有構造の

改善

金融機参入円滑化

￣都市銀行、転換銀行、合弁銀行の株所有限度を４％に統一する４７

－一定の条件を満たした特別なケースに限り、例外的に監督当局の

事前承認をえて１０％まで所有可能

－ノンバンクに関しては原則的に所有持ち分限度を廃止する鍋

－銀行法上の所有限度を新設銀行の場合10％までに認めることによ

って新規設立を促す。

－総資産規模が１兆円を超えるかまたは設立後５年経過した場合に

は銀行法上所有制限を適用。

－合弁銀行と外国銀行国内現地法人の認可基準は国内銀行の新規認

可と同じくし、投資比率の制限を撤廃すると伴に所有構造に対し

ては国内銀行法を適用する。

－ノンバンクの海外銀行業進出は現地銀行法によって認める。

－ノンバンクの参入最低資本金を弓|き下げ（総合証券業は３０億ｳｫﾝ

に、自己売買及び委託売買業１５０億ｳｵﾝ､委託売買業１０億ｳｫﾝ）ま

た外国証券業者の認可条件も長期的には統一。

－先物取引業の最低資本金を１００億ｳｫﾝから２０億ｳｫﾝ（先物取り引

き業)、先物投資基金業は300億ｳｵﾝから５０億ｳｵﾝに引き下げる。

一投資信託及び投資信託運用業に関しては最低資本金を３００億ｳｫﾝ

を３０億ｳｫﾝに引き下げ、大企業グループに対する所有持ち分限度

を原則的に廃し。

－保険業においては最低納入資本金と営業認可基準を差等化（業務

の細分化によって)。また認可基準に関して国内・外保険業者間の

許可条件を同一化、２０００年まで５大財閥の生命保険業参入を自

由にする。



４９この制度は金融機関の健全性を計る際に自己資本比率などを基準として５～６のレベルに分け、自己
資本充実度が低下した金融機関に対し、監督当局が是正措置を段階的に実行していく制度である。米国
は１９９１年、デンマークは1974年に導入した。日本は１９９８年４月から実行予定。韓国の場合は１９９７
年１月改正された「金融産業の構造改善に関する法律」第10,11Ⅲ１４条に金融機関に対する適期是正措
置の根拠を明示している。

５０現行韓国銀行法（第３条）では韓国銀行の設立目的を１．国民経済発展のための通貨価値安定、２．
銀行･信用制度の健全化とその機能向上による経済発展と国家資源の有効な利用を図ると規定されてい
る。

４３ 

金融持株会社

-100％子会社形態の銀行及び非銀行金融機関所有を許容するが、子

会社に対する出資は持主会社の自己資金に限る。

－所有持ち分限度は銀行と同一基準に従うが、ノンバンクの持主会

社には所有持ち分限度を適用しない

退出

適期是正措置制度

(PromptCorrecnve 

Action）確立4９

－銀行に対してはＢＩＳ基準自己資本比率、証券社には営業用順資本

比率い生命保険社には長期的に危険基準資本金（RBC）制度に移

行｡ 

－経営情報の透明性見直しと不良債権の整理

中央銀行及び金融監督制度

中央銀行制度

金融通貨運営委員会

金融監督制度

－中央銀行権限及び責任の明瞭化

･韓国銀行の設立目的を“物価安定のための通貨信用政策の樹立及

び執行,，と見直す。５０

－韓国銀行の最高意思決定機構として金融通貨運営委員会の位置づ

けを明瞭化する。

一同委員会の議長の任命提請権者を現行の財経院長官ではなく国務

総理とし、大統領が任命する。

一同委員会の議長が韓国銀行の総裁を兼任する。

－韓国銀行の人事・組織変更や財経院長官が担当してきた定款変更

などの承認権を金融通貨委員会が担当する。

－機関中心の監督から機能中心の監督へ転換。

－金融監督体系の統合・一元化。

－監督機能の中立性と国際的な整合性堤考

.「金融監督委員会」新設し金融監督委員会の最高議決機関として位

置づける。

一法的地位は国務総理所属の合議制行政機構とする。

－中間監督機関（金融監督院）及び統合預金保険機構を設置し、別

の機構として証券、先物取引委員会を設置。

－金融監督院は全金融機関を監督する。

－多岐化されている預金保険機構を統合した単一の預金保険機構を
造る 。

金融市場の情報の効率化

企業会計及び公示制

度改善

－系列企業群連結財務の導入（全銀行から総借入残高が５千億ｳｫﾝ以

上の系列企業群を対象とする）５１



く付表5>韓国金融利用者保護制度

１９９６６１９８３．５１９８３．１９８４．１１９８９．４１９９７４ ■ 

■ 

加入方務介入襲務｜義介入義務義務介入

資料：「金融改革２次報告書」ｐｌ７３より

511976年発行株式総数の１/2以上所有株式会社に対して連結Ｂ/S,連結Ｐ/Ｌの作成し始めた｡1992と１９９３

年の年連結会計基準の改正をへて現在に至る。現在は資産規模６０億ｳｫﾝ以上の企業の場合､個々の会社
は個別の財務諸表をそして支配企業となる場合は追加的に連結財務諸表の作成を義務化している。しか
し現行の連結基準は「会社間持分率」を基準で支配関係を判断しているが、実際韓国企業の所有構造は
「個人中心」で系列会社を支配しているので、同一系列企業群に属する系列会社でも会社間持分基準に
よっては支配関係が成立しない。したがって連結から除外される企業が相当存在する。また公正取引法

で持株会社を禁止しているので系列企業群のなかから絶対的支配会社の存在は難しい。

4４ 

－連結企業の範囲は銀行法によって同一系列企業群に属する全ての

会社とする。

－外部監査の義務化及び会計基準の国際化：国内会計基準の国際化

(IASC：国際会計基準委員会、ＩＯＳＣＯ：証券監督者国際機構に合

わせた）を推進する専門研究機関の設立検討。

－定時公示を上場企業に限り分期報告書制度導入（現在は半期報告

書と事業報告書)。

－電子公示制度の構築（EDGARsystemなど）

預金保険公

社

信用管理基

金

信協 セマウル金

庫

保険保証基

金

証券投資者

保誰基金

設立日 1996.6 1983.5 1983.7 1984.1 1989.4 1997.4 

設立根拠 預金者保護

法

信用管理基

金法

信用協同組

合法

セマウル金

庫法

保険業法 証券取引法

対象金融機

関

国内銀行外

銀支店

総合金融信

用金庫

信協 セマウル金

庫

生保、損保 証券会社

機能 預金保険資

金支援

資金支援預

金保険金庫

検査

資金支援預

金保険

預金保険 保険金支払

保障

顧客預託金

支払保障

加入方式 義務介入 義務介入 義務介入 義務介入 義務介入 義務介入

支払保証限

度

２千万ｳｫﾝ ２千万ｳｫﾝ １千万ｳｫﾝ ３千万ｳｫﾝ ５千万ｳｫﾝ ２千万ｳｫﾝ

財源造成方

法

預金平残の

002％ 

投金、総

金：0.1％信

用金庫

０．１５％ 

006％（出

資金の１％）

年0.1％(最

近３年間）

輸入保険料

の0.1％

顧客預託金

平残の

0.1％ 

造成規模

(96.6末）

(億ｳｫﾝ）

９６年政府

出資100億

ｳｵﾝ 

3，３３１ 382 523 1,417 1,015 

対象預託金

(億ｳｫﾝ）

274,257 115,244 1７６，０７７ 456,571 31,744 

準備率 1.2％ 0.06％ 0.3％ ０．３％ 3.2％ 



参考文献

季昌圭『韓国金融論』法文社、1996.

J・BChoi．『解放以後韓国の金融政策」Kyoungsung大学出版、1996･

鄭健容『我が国金融政策運用現況と改善方向：実際運用形態を中心

に」韓国開発研究院、1987・

鄭雲燦『金融改革論』法文社、1993。

「『新経済』の金融措置」『経済論集』第33巻第４号、ｐ389～404。

『転換期に立つ韓国金融の進路』ソウル大学経済研究所、1991．

ＹＧ・Lee『韓国企業の所有と支配構造』韓国開発研究院、1996．

季昌圭『韓国金融論』法文社、1996．

南相祐・金東源『金利自由化の課題と政策方向』韓国開発研究院、1991．

孫正植『金融革新と金融自由化』全国銀行連合会金融経済研究所、1987.

朴英哲・金ﾋﾞﾖﾝ柱・朴在潤『金融産業の発展に関する研究1985～2000』韓国

開発研究院、１９８８．

，０Cole・朴英哲『韓国の金融発展：1945～80』韓国開発研究院、1984.

趙淳外「一般銀行制度の改変方向に関する研究」ｐ36～37、韓国銀行、1981．

YOC,Yong-joo『三星経済」「金融改革の必要性、HANBO倒産で一層深刻」1997．

金日煥・韓尚絃「金融産業改編推移と向後課題」『調査月報』、1997.2･

朴在潤｢米･日の金融改革と韓国の金融改革」『経済論集』XXIV巻２号』､1985.6.

黄義カク「政府の金融介入に対する功過分析」『社会論集１４輯』（高大政経

大学)、l988o

S.H､Ｏ「金融規制差別化の企業財務構造への影響」『金融経済研究』（金融

経済研究所),1995.4．

林昌烈「金融改革推進現況と主要改革改題の推進方向」『経済論集』第33巻

第４号、1995.

1ＪKim．「金融の国際化と韓国経済」『韓国の金融大変革（KoreanBigBang』，

1997.6.13． 

「OECD加盟後金融の構造調整」『経済学研究代45輯第一号』，1997.3.

Ｈ・Chan・ａｎｄＳＢ,Kim．"FinancialRegulationandBankingSectorPerformance：

AComparisonofBadLoanProblemsinJapanandKorea"韓国銀行

金融経済研究所、1994.4．

季在雄「金融規制及び規制緩和の理論的分析」『金融研究』第５巻第１号

３３～６０，１９９１．４・

韓麓煥・姜敞煕「韓国の企業金融と証券市場『証券経済』第165号、1988.9。

4５ 



趙潤済「金利自由化と政策金融の方向に関して」『金融経済研究』韓国銀行

金融経済研究所、1993．

左承喜「通貨管理政策の改善方向に対する小考」『金融フォーカス』、1993．

財政経済院「OECD加入推進現況及び向後推進計画｣、1996・

韓国銀行『我が国の金融制度』、1993．

財政経済院「中央銀行制度と金融監督制度体系改編に対する発表文｣、１９９７

金融監督委員会『金融改革１次報告書」｢金融改革１次報告響」1997.4。

『金融改革２次報告書』、1997.6。

4６ 


